
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 187 家庭児童相談・虐待防止事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成１７年４月１日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 児童虐待防止法、児童福祉法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成17年度から虐待通告を含めた子どもの相談に関す   要支援家庭を把握し、早期に専門家の介入により、
る相談窓口を開設し、平成19年度にみよし市要保護児 育児の孤立化を防ぐ。
童対策地域協議会を設置した。平成20年度からは、生 　要支援家庭の早期把握と介入により、乳児の健全な
後4か月までの乳児家庭全戸訪問事業を実施し、育児 育成環境を図る。
に関する不安や悩みの相談と市の育児情報の紹介をし
ている。また、平成26年度からは、健康推進課と連携
し妊娠

令

中からのハイリスク家

和

庭の把握を行っている

 

。
令和２年度からは養

3

育支援が必要な家庭に

年

対して、指
導助言を行

度

う養育支援訪問事業を

（

始めている。
ＳＤＧｓ

2

の取り組み：１,２,

年

３,４,５,１６
①子

度

ども相談窓口の設置を

実

し、家庭・児童の相談

施

の対応を行った。
R2

分

年度に実施した具体的

）

な ②みよし市要保護児

事

童対策地域協議会を設

務

置し、要保護・要支援

事

・特定妊婦の支援
事業

業

の方法、手順、指標に

目

対す を行った。
る成果

的

等 ③育児の孤立化を防

評

止させ、虐待を未然の

価

防ぐために、こんにち

表

は赤ちゃん訪問事
業を

様

実施した。

事務事業を

式

取り巻く状況は過去と

1

比べ変化しているか (

-

1)活動指標（事務事

1

業の活動量を表す指標

記

）

令和２年度から女性

入

相談を統合。 名称 単位

日

令和２年度から養育支

令

援訪問を実施。 ① 相談

和

受理件数 件
変 化

② 要

0

保護児童対策協議会ケ

3

ース管理件数 件
内 容

年

対象(この事業の対象

1

、範囲となる人、物)

2

(2)対象指標（対象

月

の大きさを表す指標）

0

18歳未満の児童及び

7

保護者 名称 単位
① 18

日

歳未満の児童数 人
②

目

１

的(この事業によって

事

上記対象をどのような

務

状態にしたいのか) (

事

3)成果指標（目的の

業

達成度を示す指標）

①

の

必要な支援を受けられ

現

る 名称 単位
②育児に対

状

するストレスが軽減さ

　

れる ① 相談受理件数 件

Ｐ

② こんにちは赤ちゃん

Ｌ

訪問実施件数 人

結果(

Ａ

上位基本事業の意図)

Ｎ

(4)結果の成果指標

及

（上位基本事業の成果

び

指標）

相談支援体制の

Ｄ

充実 名称 単位
① 子育て

Ｏ

支援への取組みの市民

事

満足度割合 ％
②

事務事

務

業の各種指標の実績と

事

見込及び目標

H31年

業

度 R2年度 R2年度 R

名

3年度 R4年度 R5年

N

度 R6年度
指標 ＼ 

o

年度 単位
実績値 計画値

.

実績値 計画値 目標値 目

1

標値 目標値
(1)の ①

8

件 391 450 315

7

315 315 315 3

家

15
活動指標 ② 件 14

庭

1 145 156 156

児

156 156 156
(

童

2)の ① 人 11,61

相

1 11,262 11,

談

350 11,620 1

・

1,500 11,38

虐

5 11,271
対象指

待

標 ②
(3)の ① 件 39

防

1 450 315 315

止

315 315 315
成

事

果指標 ② 人 521 50

業

0 459 459 459

政

459 459
(4)の

策

結果の ① ％ 86.6 8

こ

7 94 94 94 94 9

の

4
成果指標 ②

予算費目

事

会計 01 一般会計 款

務

03 項 02 目 01

コス

事

ト 年度 H31年度 R2

業

年度 R2年度 R3年度

施

R4年度 R5年度 R6

策

年度
実績値 計画値 実績

の

値 計画値 目標値 目標値

位

目標値
事業費(決算又

置

は予算額)Ａ 単位 1,

基

949 2,532 1,

本

170 13,471 2

事

,625 2,610 2

業

,626

財
源
内
訳

 国

主

庫支出金 千円 633 6

管

7 84 6,074 25

課

1 261 261
 県支

名

出金 千円 559 67 8

課

4 170 251 261

長

261
 地方債 千円 0

名

0 0 0 0 0 0
 その他

こ

千円 34 165 20 1

の

65 165 165 16

事

5
 一般財源 千円 72

務

3 2,233 982 7

事

,062 1,958 1

業

,923 1,939
人

の

件費Ｂ 千円 21,92

開

4 33,040 28,

始

050.7 28,05

時

0.7 28,050.

期

7 28,050.7 2

事

8,050.7
正職員

務

従事時間×人数 時間×

区

人 1,140× 5 1,

分

900× 5 1,207

法

× 7 1,207× 7 1

定

,207× 7 1,20

受

7× 7 1,207× 7

託

正職員以外の人件費 千

事

円 3,000 1,50

務

0 0 0 0 0 0
その他の

自

費用Ｃ 千円 1,431

治

1,384 3,202

事

3,202 3,202

務

3,202 3,202

こ

トータルコストA+B

の

+C 千円 25,304

事

36,956 32,4

務

22.7 44,723

事

.7 33,877.7

業

33,862.7 33

の

,878.7
単位あた

根

りコスト ① 千円/人 2

拠

.2 3.3 2.9 3.

法

8 2.9 3 3
（ﾄｰﾀ

令

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

事

象指標）② 千円/ 0 0

業

0 0 0 0 0

1

の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

せ
■ ない

んか？

児童虐

業

待防止法及び児童福祉

名

法に基づいて実施する

N

事業であるため。
事業

o

進展等による環境変化

.

□ ある
に伴い、目的を

1

見直す（目
その理由

的

8

の追加・拡充又は絞込

7

）

必要はありませんか

家

？ ■ ない

有
効
性

関係機

庭

関との連携を図り、子

児

ども相談窓口を周知す

童

る。
今以上に事業の成

相

果を向上

させる方法を

談

記入して下さ

い。 内　

・

容
※(3)の成果指標

虐

を向上させる

　ことは

待

できますか？

受理した

防

相談に対し、全て対応

止

している。
目的達成状

事

況 内　容

□民間への一

業

部委託 □民間への全部

２

委託
市関与の必要性 □

評

指定管理 □補助金・負

価

担金助成 ■市の直営
内

　

　容
　（実施手法） 児

Ｃ

童虐待防止法及び児童

Ｈ

福祉法に規定されてい

Ｅ

る。

効
率
性

児童虐待防

Ｃ

止法及び児童福祉法に

Ｋ

規定されているため、

目

統廃合はできない。
事

的

務事業の統廃合により

妥

、

事業の効率化を図り

当

、成果
内　容

を向上さ

性

せる方法を記入し

て下

こ

さい。

ケースをシステ

の

ムで管理することによ

事

り、記録作成及び報告

業

、会議資料作成、
現状

の

より事業費・人件費を

必

介入事案の検索性の向

要

上により事務人件費の

性

削減につながる。
削減

は

する方法を記入して下

薄

さい。（仕様の変更、

れ

外部 内　容
委託、従事

て

時間の削減等は

できな

得

いか？)

公
平
性

受益に

ら

負担を強いる事業では

れ

ない。
□ ある ■ 現状で

て

適正
受益者負担はあり

い

ますか？

また、受益者

る

負担割合は適 ■ ない □

い

検討が必要 内　容
正で

ま

すか？
□ 受益者がいな

せ

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ん

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

なし なし
事業

か

実施上の課題、住
民・

。

議会等からの意見 意　

十

見 対応策
と対応策

女性

分

相談を統合。 児童虐待

な

、ＤＶ相談システムの

成

導入
R3年度の事業計

果

画は前 変　更
養育支援

が

訪問事業を実施。 。み

理

よし市子ども家庭総合

　

支援拠点
年度から変更

由

・追加は 前年度 ・
の設

得

置。
あるか 追　加

今後

ら

の事業・コスト・成果

れ

の方向性 今後の事業の

て

方向性、改革・改善案

い

※今年度からの具体的

ま

な事業の進め方、手段

す

の見直し等、各方向性

か

の内容

　　　　　　　

？

　　□　拡大 　令和３

得

年度に「みよし市子ど

ら

も家庭総合支援拠点」

れ

　　　　　　　　　□

て

　改善 を設置した。拠

い

点では、家庭児童相談

な

機能の拡大と要
　　　

い

　　　　　　■　現状

事

維持 保護児童対策地域

業

協議会調整機能を活用

進

しながら、子
　　　　

展

　　　　　□　縮小 育

等

て世代包括支援センタ

に

ーと連携の上、こども

よ

・家庭
　　　　　　　

る

　　□　統合 支援全般

環

から専門的な相談対応

境

、調査、アセスメント

変

　　　　　　　　　□

化

　完了 まで、全ての子

あ

ども・家庭・妊産婦に

る

切れ目ない支援
　　　

に

　　　　　　□　廃止

伴

・休止 を行う。
コスト

い

の方向性
　　　　　　

、

　　　↓　減少
成果の

対

方向性
　　　　　　　

象

　　↑　増加

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 187 家庭児童相談・虐待防止事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

核家族化等子育てを取り巻く環境が変化しており、多種多様
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

な相談が寄せられる中、それぞれに合った必要な支援を提供
いませんか。十分な成果が 理　由

している。
得られていますか？ □ 得られてい

様

ない

児童虐待防止法及

式

び児童福祉法に基づく

1

対象であるため。
事業

-

進展等による環境変化

2

□ ある
に伴い、対象を

事

見直す（拡
その理由

大

務

・縮小）必要はありま



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 188 児童育成計画推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成11年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 子ども・子育て支援法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

子ども・子育て支援法に規定する市町村子ども・子育 平成27年度から平成31年度の５年間を対象とした第４
て支援事業計画に位置付ける「みよし児童育成計画」 次児童育成計画（子ども・子育て支援計画）に続く計
を策定する。 画として、令和２年度から５年間の第５次児童育成計
計画の策定後は審議会を開催し、施策事業及び進捗状 画（子ども・子育て支援事業計画）を策定するため、
況の検証をする。 平成30年度にニーズ調査を実施、平成31年度に計画を
ＳＤＧｓの取り組み：１,３,４,５,８,

令

16 策定している。

新

和

型コロナウイルス感染

 

症の拡大防止のため、

3

審議会開催を見送った

年

。
R2年度に実施した

度

具体的な
事業の方法、

（

手順、指標に対す
る成

2

果等

事務事業を取り巻

年

く状況は過去と比べ変

度

化しているか (1)活

実

動指標（事務事業の活

施

動量を表す指標）

少子

分

化・核家族化・女性の

）

社会進出等子育ての環

事

境が変化 名称 単位
して

務

いる。 ① 児童育成計画

事

審議会開催数 回
変 化

業

②
内 容

対象(この事

目

業の対象、範囲となる

的

人、物) (2)対象指

評

標（対象の大きさを表

価

す指標）

①市内に住む

表

すべての子ども 名称 単

様

位
②市内世帯数 ① 18

式

歳未満の児童数 人
② 市

1

内世帯数 世帯

目的(こ

-

の事業によって上記対

1

象をどのような状態に

記

したいのか) (3)成

入

果指標（目的の達成度

日

を示す指標）

子どもた

令

ちが健やかに成長でき

和

、親世代が安心して子

0

育てができ 名称 単位
る

3

① 教育・保育への確保

年

方策達成事業割合 ％
②

1

結果(上位基本事業の

2

意図) (4)結果の成

月

果指標（上位基本事業

0

の成果指標）

安心して

7

子どもを産み、育てら

日

れる環境づくり 名称 単

１

位
① 子育て支援への取

事

組みの市民満足度割合

務

％
②

事務事業の各種指

事

標の実績と見込及び目

業

標

H31年度 R2年度

の

R2年度 R3年度 R4

現

年度 R5年度 R6年度

状

指標 ＼ 年度 単位
実

　

績値 計画値 実績値 計画

Ｐ

値 目標値 目標値 目標値

Ｌ

(1)の ① 回 3 1 0 1

Ａ

1 3 3
活動指標 ②
(2

Ｎ

)の ① 人 11,611

及

11,262 11,3

び

50 11,620 11

Ｄ

,500 11,385

Ｏ

11,271
対象指標

事

② 世帯 24,141 2

務

4,363 23,64

事

2 24,575 24,

業

786 24,890 2

名

4,994
(3)の ①

N

％ 90 92.3 92.

o

3 92.3 92.3 9

.

2.3 92.3
成果指

1

標 ②
(4)の結果の ①

8

％ 86.6 87 94 9

8

4 94 94 94
成果指

児

標 ②
予算費目 会計 01

童

 一般会計 款 03 項 0

育

2 目 01

コスト 年度 H

成

31年度 R2年度 R2

計

年度 R3年度 R4年度

画

R5年度 R6年度
実績

推

値 計画値 実績値 計画値

進

目標値 目標値 目標値
事

事

業費(決算又は予算額

業

)Ａ 単位 2,115 1

政

28 0 72 72 1,7

策

57 2,927

財
源
内

こ

訳

 国庫支出金 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 県支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 一般財

施

源 千円 2,115 12

策

8 0 72 72 1,75

の

7 2,927
人件費Ｂ

位

千円 664 664 66

置

4 664 664 664

基

664
正職員従事時間

本

×人数 時間×人 100

事

× 2 100× 2 100

業

× 2 100× 2 100

主

× 2 100× 2 100

管

× 2
正職員以外の人件

課

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

名

その他の費用Ｃ 千円 9

課

8 81 0 0 0 0 0
トー

長

タルコストA+B+C

名

千円 2,877 873

こ

664 736 736 2

の

,421 3,591
単

事

位あたりコスト ① 千円

務

/人 0.2 0.1 0.

事

1 0.1 0.1 0.2

業

0.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

の

ﾄ/(2)の対象指標

開

）② 千円/世帯 0.1

始

0 0 0 0 0.1 0.1

時

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

成及び安心した子育て

業

ができることを目的と

名

しており
事業進展等に

N

よる環境変化 □ ある
、

o

環境変化に伴う見直し

.

はない。
に伴い、目的

1

を見直す（目
その理由

8

的の追加・拡充又は絞

8

込）

必要はありません

児

か？ ■ ない

有
効
性

アン

童

ケートを実施し、ニー

育

ズに合った事業を実施

成

する。
今以上に事業の

計

成果を向上

させる方法

画

を記入して下さ

い。 内

推

　容
※(3)の成果指

進

標を向上させる

　こと

事

はできますか？

毎年進

業

捗状況を確認し、5年

２

に1度計画の見直しを

評

行っている。
目的達成

価

状況 内　容

■民間への

　

一部委託 □民間への全

Ｃ

部委託
市関与の必要性

Ｈ

□指定管理 □補助金・

Ｅ

負担金助成 □市の直営

Ｃ

内　容
　（実施手法）

Ｋ

審議会を市で実施し、

目

計画の策定案の作成を

的

民間へ委託している。

妥

効
率
性

子ども・子育て

当

支援法第61条に規定

性

された計画であるため

こ

、統廃合はできない
事

の

務事業の統廃合により

事

、
。

事業の効率化を図

業

り、成果
内　容

を向上

の

させる方法を記入し

て

必

下さい。

民間へ委託で

要

きる業務については既

性

に実施している。
現状

は

より事業費・人件費を

薄

削減する方法を記入し

れ

て下

さい。（仕様の変

て

更、外部 内　容
委託、

得

従事時間の削減等は

で

ら

きないか？)

公
平
性

計

れ

画策定における直接的

て

な受益者はいないため

い

。
□ ある □ 現状で適正

る

受益者負担はあります

い

か？

また、受益者負担

ま

割合は適 □ ない □ 検討

せ

が必要 内　容
正ですか

ん

？
■ 受益者がいない

３

か

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

。

Ｏ
Ｎ

なし なし
事業実施

十

上の課題、住
民・議会

分

等からの意見 意　見 対

な

応策
と対応策

なし 計画

成

の進捗状況を検証する

果

。
R3年度の事業計画

が

は前 変　更
年度から変

理

更・追加は 前年度 ・
あ

　

るか 追　加

今後の事業

由

・コスト・成果の方向

得

性 今後の事業の方向性

ら

、改革・改善案
※今年

れ

度からの具体的な事業

て

の進め方、手段の見直

い

し等、各方向性の内容

ま

　　　　　　　　　□

す

　拡大 次期計画策定に

か

関しては、令和５年度

？

にニーズ調査を
　　　

得

　　　　　　□　改善

ら

実施、令和６年度に新

れ

計画の策定を行う。
　

て

　　　　　　　　■　

い

現状維持
　　　　　　

な

　　　□　縮小
　　　

い

　　　　　　□　統合

事

　　　　　　　　　□

業

　完了
　　　　　　　

進

　　□　廃止・休止
コ

展

ストの方向性
　　　　

等

　　　　　→　維持
成

に

果の方向性
　　　　　

よ

　　　　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 188 児童育成計画推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童育成計画に子ども支援事業の量の見込みとその確保策を
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

記載し、子ども・子育て支援のさらなる充実をめざしていく
いませんか。十分な成果が 理　由

。
得られていますか？ □ 得られていない

子ども・子育て支

様

援法に基づく対象であ

式

るため。
事業進展等に

1

よる環境変化
□ ある

に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

子どもの健全育



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 189 ひとり親家庭相談・自立支援事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成22年1月4日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 社会福祉法第14条、母子及び父子並びに寡婦福祉法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①母子父子自立支援員を配置し、ひとり親世帯の自立 核家族化、ひとり親家庭等は増加しており、子育ての
した生活に向けた支援プログラムを策定する。 悩みを抱える親が増えている。ひとり親からの相談を
②母子（父子）家庭の母親（父親）が自立のための適 受ける母子父子自立支援員を配置することにより、ひ
職に就くのに必要な場合、教育訓練の受講のため自立 とり親世帯が孤立することを防ぐ必要があるため。
支援教育訓練給付金支給事業、高

令

等職業訓練促進費等
支

和

給事業を行う。
③福祉

 

に欠ける児童と配偶者

3

のいないその母親に対

年

し
母子生活支援施設へ

度

保護し、母子家庭の生

（

活と自立の
促進を行う

2

。
ＳＤＧｓの取り組み

年

：１,３,４,５,８

度

母子父子自立支援員に

実

よる自立支援プログラ

施

ムを策定した。
R2年

分

度に実施した具体的な

）

教育訓練、職業訓練等

事

の給付金を支給した。

務

事業の方法、手順、指

事

標に対す 母子生活支援

業

施設への入所保護を行

目

った。
る成果等

事務事

的

業を取り巻く状況は過

評

去と比べ変化している

価

か (1)活動指標（事

表

務事業の活動量を表す

様

指標）

核家族化、ひと

式

り親家庭等は増加して

1

いる。 名称 単位
① 母子

-

自立相談（就労）件数

1

件
変 化

② 母子自立相

記

談（就労以外）件数 件

入

内 容

対象(この事業

日

の対象、範囲となる人

令

、物) (2)対象指標

和

（対象の大きさを表す

0

指標）

20歳未満の児

3

童及び保護者 名称 単位

年

① 20歳未満の児童数

1

人
②

目的(この事業に

2

よって上記対象をどの

月

ような状態にしたいの

0

か) (3)成果指標（

7

目的の達成度を示す指

日

標）

ひとり親家庭へ必

１

要な支援が行き届く 名

事

称 単位
① 母子父子に係

務

る給付金支給件数 件
②

事

母子生活支援施設入所

業

世帯数 件

結果(上位基

の

本事業の意図) (4)

現

結果の成果指標（上位

状

基本事業の成果指標）

　

相談支援体制の充実 名

Ｐ

称 単位
① 子育て支援へ

Ｌ

の取組みの市民満足度

Ａ

割合 ％
②

事務事業の各

Ｎ

種指標の実績と見込及

及

び目標

H31年度 R2

び

年度 R2年度 R3年度

Ｄ

R4年度 R5年度 R6

Ｏ

年度
指標 ＼ 年度 単

事

位
実績値 計画値 実績値

務

計画値 目標値 目標値 目

事

標値
(1)の ① 件 12

業

12 8 12 12 12 1

名

2
活動指標 ② 件 40 4

N

0 37 40 40 40 4

o

0
(2)の ① 人 13,

.

266 12,870 1

1

2,903 13,27

8

0 13,140 13,

9

000 12,861
対

ひ

象指標 ②
(3)の ① 件

と

2 3 1 3 3 3 3
成果指

り

標 ② 件 2 2 2 2 2 2 2

親

(4)の結果の ① ％ 8

家

6.6 87 94 94 9

庭

4 94 94
成果指標 ②

相

予算費目 会計 01 一

談

般会計 款 03 項 02 目

・

01

コスト 年度 H31

自

年度 R2年度 R2年度

立

R3年度 R4年度 R5

支

年度 R6年度
実績値 計

援

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
事業費

業

(決算又は予算額)Ａ

政

単位 7,868 15,

策

150 10,942 7

こ

,296 6,250 6

の

,250 6,250

財

事

源
内
訳

 国庫支出金 千

務

円 3,920 8,06

事

4 5,348 3,82

業

0 3,282 3,28

施

2 3,282
 県支出

策

金 千円 1,832 3,

の

240 2,644 1,

位

568 1,298 1,

置

298 1,298
 地

基

方債 千円 0 0 0 0 0 0

本

0
 その他 千円 47 5

事

4 58 26 26 26 2

業

6
 一般財源 千円 2,

主

069 3,792 2,

管

892 1,882 1,

課

644 1,644 1,

名

644
人件費Ｂ 千円 2

課

,566 1,366 3

長

32 332 332 33

名

2 332
正職員従事時

こ

間×人数 時間×人 50

の

× 1 50× 1 50× 2

事

50× 2 50× 2 50

務

× 2 50× 2
正職員以

事

外の人件費 千円 2,4

業

00 1,200 0 0 0

の

0 0
その他の費用Ｃ 千

開

円 22 20 0 0 0 0 0

始

トータルコストA+B

時

+C 千円 10,456

期

16,536 11,2

事

74 7,628 6,5

務

82 6,582 6,5

区

82
単位あたりコスト

分

① 千円/人 0.8 1.

法

3 0.9 0.6 0.5

定

0.5 0.5
（ﾄｰﾀ

受

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

託

象指標）② 千円/ 0 0

事

0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

子並びに寡婦福祉法に

業

基づいて実施する事業

名

であるため。
事業進展

N

等による環境変化 □ あ

o

る
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

1

加・拡充又は絞込）

必

8

要はありませんか？ ■

9

ない

有
効
性

関係機関と

ひ

の連携を図り、相談窓

と

口を周知する。
今以上

り

に事業の成果を向上

さ

親

せる方法を記入して下

家

さ

い。 内　容
※(3)

庭

の成果指標を向上させ

相

る

　ことはできますか

談

？

受理した相談に対し

・

、全て対応している。

自

目的達成状況 内　容

□

立

民間への一部委託 □民

支

間への全部委託
市関与

援

の必要性 □指定管理 □

事

補助金・負担金助成 ■

業

市の直営
内　容

　（実

２

施手法） 母子及び父子

評

並びに寡婦福祉法に規

価

定されているため。

効

　

率
性

母子及び父子並び

Ｃ

に寡婦福祉法に規定さ

Ｈ

れているため、統廃合

Ｅ

はできない。
事務事業

Ｃ

の統廃合により、

事業

Ｋ

の効率化を図り、成果

目

内　容
を向上させる方

的

法を記入し

て下さい。

妥

母子生活支援施設入所

当

における対応において

性

、女性相談事業を統合

こ

することに
現状より事

の

業費・人件費を
より人

事

件費の削減につながる

業

。
削減する方法を記入

の

して下

さい。（仕様の

必

変更、外部 内　容
委託

要

、従事時間の削減等は

性

できないか？)

公
平
性

は

みよし市児童福祉法施

薄

行細則に規定
■ ある ■

れ

現状で適正
受益者負担

て

はありますか？

また、

得

受益者負担割合は適 □

ら

ない □ 検討が必要 内　

れ

容
正ですか？

□ 受益者

て

がいない

３
改
革
改
善
案

い

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

なし な

る

し
事業実施上の課題、

い

住
民・議会等からの意

ま

見 意　見 対応策
と対応

せ

策

自立支援プログラム

ん

を策定 DV等被害者の

か

一時保護事業を統合
R

。

3年度の事業計画は前

十

変　更
母子生活支援施

分

設への入所保護
年度か

な

ら変更・追加は 前年度

成

・
 

あるか 追　加

今後

果

の事業・コスト・成果

が

の方向性 今後の事業の

理

方向性、改革・改善案

　

※今年度からの具体的

由

な事業の進め方、手段

得

の見直し等、各方向性

ら

の内容

　　　　　　　

れ

　　□　拡大 関係機関

て

との連携を図り、相談

い

窓口を周知する。
　　

ま

　　　　　　　□　改

す

善
　　　　　　　　　

か

■　現状維持
　　　　

？

　　　　　□　縮小
　

得

　　　　　　　　□　

ら

統合
　　　　　　　　

れ

　□　完了
　　　　　

て

　　　　□　廃止・休

い

止
コストの方向性
　　

な

　　　　　　　↓　減

い

少
成果の方向性
　　　

事

　　　　　　→　維持

業

2

進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 189 ひとり親家庭相談・自立支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

核家族化、ひとり親家庭等は増加しているものの、相談事業
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

につながっていないケースがある。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ ■ 得られていない

母子及び父子並びに寡

様

婦福祉法に基づく対象

式

であるため。
事業進展

1

等による環境変化
□ あ

-

る
に伴い、対象を見直

2

す（拡
その理由

大・縮

事

小）必要はありませ
■

務

ない
んか？

母子及び父



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 192 遺児手当支給事務
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和49年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市遺児手当支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市に居住する18歳に達する年度末までの児童で 遺児の健全な育成及び福祉の増進を図るため支給。
、父母が婚姻を解消した児童、父または母が死亡した
児童、父または母が規則で定める障がいの状態にある
児童等である遺児を養育する者に、みよし市遺児手当
を支給する。手当の額は、遺児1人につき月額2,500円
とする。
ＳＤＧｓの取り組み：１,３,４

遺児手当認定申請を受理し、審査を行った後、手当を支給した。また、住所変更や
R2年度に実施した具体的な 児童の増減、消滅等の届出を受付し、

令

その内容により、支給

和

額等の変更を行った。

 

事業の方法、手順、指

3

標に対す 新型コロナウ

年

イルス感染症拡大の影

度

響を受けているひとり

（

親世帯等の生活を支援

2

す
る成果等 るため、市

年

遺児手当の受給資格者

度

に対して「ひとり親世

実

帯等支援特別給付金」

施

を支
給した。

事務事業

分

を取り巻く状況は過去

）

と比べ変化しているか

事

(1)活動指標（事務

務

事業の活動量を表す指

事

標）

近年の出生率の低

業

下傾向に加え、離婚率

目

の増加や女性の社 名称

的

単位
会進出の増大など

評

子育ての環境が変化し

価

ている。 ① 手当受給児

表

童数 人
変 化

②
内 容

様

対象(この事業の対象

式

、範囲となる人、物)

1

(2)対象指標（対象

-

の大きさを表す指標）

1

市内在住の遺児手当支

記

給対象児童を養育する

入

母、父または父母以 名

日

称 単位
外の養育者 ① 手

令

当申請有資格者数 人
②

和

目的(この事業によっ

0

て上記対象をどのよう

3

な状態にしたいのか)

年

(3)成果指標（目的

1

の達成度を示す指標）

2

子育てに係る負担が軽

月

減される 名称 単位
① 手

0

当受給者数 人
②

結果(

7

上位基本事業の意図)

日

(4)結果の成果指標

１

（上位基本事業の成果

事

指標）

ひとり親家庭を

務

支援する 名称 単位
① 子

事

育て支援への取組みの

業

市民満足度割合 ％
②

事

の

務事業の各種指標の実

現

績と見込及び目標

H3

状

1年度 R2年度 R2年

　

度 R3年度 R4年度 R

Ｐ

5年度 R6年度
指標 

Ｌ

＼ 年度 単位
実績値 計

Ａ

画値 実績値 計画値 目標

Ｎ

値 目標値 目標値
(1)

及

の ① 人 583 560 5

び

71 571 571 57

Ｄ

1 571
活動指標 ②
(

Ｏ

2)の ① 人 421 40

事

4 428 428 428

務

428 428
対象指標

事

②
(3)の ① 人 383

業

368 386 386 3

名

86 386 386
成果

N

指標 ②
(4)の結果の

o

① ％ 86.6 87 94

.

94 94 94 94
成果

1

指標 ②
予算費目 会計 0

9

1 一般会計 款 03 項

2

02 目 01

コスト 年度

遺

H31年度 R2年度 R

児

2年度 R3年度 R4年

手

度 R5年度 R6年度
実

当

績値 計画値 実績値 計画

支

値 目標値 目標値 目標値

給

事業費(決算又は予算

事

額)Ａ 単位 16,20

務

8 18,170 29,

政

498 17,375 1

策

7,375 17,37

こ

5 17,375

財
源
内

の

訳

 国庫支出金 千円 0

事

0 10,201 0 0 0

務

0
 県支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 地方債 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

施

の他 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 一般財源 千円 16

の

,208 18,170

位

19,297 17,3

置

75 17,375 17

基

,375 17,375

本

人件費Ｂ 千円 1,95

事

3.4 1,803.4

業

1,743 1,743

主

1,743 1,743

管

1,743
正職員従事

課

時間×人数 時間×人 1

名

66× 3 166× 3 1

課

75× 3 175× 3 1

長

75× 3 175× 3 1

名

75× 3
正職員以外の

こ

人件費 千円 300 15

の

0 0 0 0 0 0
その他の

事

費用Ｃ 千円 79 50 2

務

02 202 202 20

事

2 202
トータルコス

業

トA+B+C 千円 18

の

,240.4 20,0

開

23.4 31,443

始

19,320 19,3

時

20 19,320 19

期

,320
単位あたりコ

事

スト ① 千円/人 43.

務

3 49.6 73.5 4

区

5.1 45.1 45.

分

1 45.1
（ﾄｰﾀﾙ

法

ｺｽﾄ/(2)の対象

定

指標）② 千円/ 0 0 0

受

0 0 0 0

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業進展等による環境

業

変化 □ ある
に伴い、目

名

的を見直す（目
その理

N

由
的の追加・拡充又は

o

絞込）

必要はありませ

.

んか？ ■ ない

有
効
性

離

1

婚届提出時やひとり親

9

家庭の転入時等に、対

2

象者には窓口で滞りな

遺

く案内し
今以上に事業

児

の成果を向上
ている。

手

案内チラシについて、

当

わかりやすい表現とな

支

るよう見直していく。

給

させる方法を記入して

事

下さ

い。 内　容
※(3

務

)の成果指標を向上さ

２

せる

　ことはできます

評

か？

申請者に適切に支

価

給している。
目的達成

　

状況 内　容

□民間への

Ｃ

一部委託 □民間への全

Ｈ

部委託
市関与の必要性

Ｅ

□指定管理 □補助金・

Ｃ

負担金助成 ■市の直営

Ｋ

内　容
　（実施手法）

目

児童扶養手当事務に付

的

随した事務であるため

妥

効
率
性

統廃合する事業

当

はない。
事務事業の統

性

廃合により、

事業の効

こ

率化を図り、成果
内　

の

容
を向上させる方法を

事

記入し

て下さい。

わか

業

りやすい案内チラシや

の

ホームページの作成に

必

より、問合せへの対応

要

時間数
現状より事業費

性

・人件費を
を減らすこ

は

とができる。
削減する

薄

方法を記入して下

さい

れ

。（仕様の変更、外部

て

内　容
委託、従事時間

得

の削減等は

できないか

ら

？)

公
平
性

受益者に負

れ

担を強いる事業ではな

て

い。
□ ある ■ 現状で適

い

正
受益者負担はありま

る

すか？

また、受益者負

い

担割合は適 ■ ない □ 検

ま

討が必要 内　容
正です

せ

か？
□ 受益者がいない

ん

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

か

Ｉ
Ｏ
Ｎ

なし なし
事業実

。

施上の課題、住
民・議

十

会等からの意見 意　見

分

対応策
と対応策

遺児手

な

当認定申請の受理及び

成

審査後 継続して実施す

果

るため、前年度と同
R

が

3年度の事業計画は前

理

変　更
、手当支給。 様

　

・同規模で実施。
年度

由

から変更・追加は 前年

得

度 ・
各種変更等届出に

ら

よる支給額等の変
ある

れ

か 追　加
更。

今後の事

て

業・コスト・成果の方

い

向性 今後の事業の方向

ま

性、改革・改善案
※今

す

年度からの具体的な事

か

業の進め方、手段の見

？

直し等、各方向性の内

得

容

　　　　　　　　　

ら

□　拡大 なし
　　　　

れ

　　　　　□　改善
　

て

　　　　　　　　■　

い

現状維持
　　　　　　

な

　　　□　縮小
　　　

い

　　　　　　□　統合

事

　　　　　　　　　□

業

　完了
　　　　　　　

進

　　□　廃止・休止
コ

展

ストの方向性
　　　　

等

　　　　　→　維持
成

に

果の方向性
　　　　　

よ

　　　　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 192 遺児手当支給事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

みよし市遺児手当支給条例に基づく支給事務であり、適切に
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

行わている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

児童扶養手当に準じた対象であり、見直すことはできない。
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

児童扶養手当を補

事

完する制度であり、見

務

直すことはできない。



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 193 児童扶養手当事務
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和37年 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 児童扶養手当法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

児童扶養手当法に基づき、支給要件に該当する児童を ひとり親家庭等の生活の安定と児童の福祉の増進のた
監護する母、父または養育者に児童扶養手当を支給す め支給。法定受託事務として市が認定を行う。なお、
る。所得制限があり、受給者または扶養義務者の所得 手当の額は毎年の消費者物価指数に応じて改定される
に応じて一部支給停止または支給しない。 。
【令和2年度4月～支給額】
第1子　43,160円（所得に応じ43,150円から10,180円
まで）
第2子　10,190～5,100円　第3子　6,1

令

10～3,060円
【

和

支給月】奇数月の年6

 

回　【国庫補助】1/

3

3
ＳＤＧｓの取り組み

年

：１,３,４
児童扶養

度

手当認定請求を受理し

（

、審査を行った後、手

2

当を支給した。また、

年

住所変
R2年度に実施

度

した具体的な 更や児童

実

の増減、消滅等の届出

施

を受付し、その内容に

分

より、支給額等の変更

）

を行っ
事業の方法、手

事

順、指標に対す た。新

務

型コロナウイルス感染

事

症拡大の影響を受けて

業

いるひとり親世帯の子

目

育て負担
る成果等 や収

的

入の減少に対する支援

評

を行うため、児童扶養

価

手当の受給者等に対し

表

て「ひとり
親世帯臨時

様

特別給付金」を支給し

式

た。

事務事業を取り巻

1

く状況は過去と比べ変

-

化しているか (1)活

1

動指標（事務事業の活

記

動量を表す指標）

近年

入

の出生率の低下傾向に

日

加え、離婚率の増加や

令

女性の社 名称 単位
会進

和

出の増大など子育ての

0

環境が変化している。

3

① 手当受給児童数 人
変

年

 化
②

内 容

対象(こ

1

の事業の対象、範囲と

2

なる人、物) (2)対

月

象指標（対象の大きさ

0

を表す指標）

市内在住

7

の児童扶養手当支給対

日

象児童を養育する母、

１

父または父 名称 単位
母

事

以外の養育者 ① 手当申

務

請有資格者数 人
②

目的

事

(この事業によって上

業

記対象をどのような状

の

態にしたいのか) (3

現

)成果指標（目的の達

状

成度を示す指標）

子育

　

てに係る負担が軽減さ

Ｐ

れる 名称 単位
① 手当受

Ｌ

給者数 人
②

結果(上位

Ａ

基本事業の意図) (4

Ｎ

)結果の成果指標（上

及

位基本事業の成果指標

び

）

ひとり親家庭を支援

Ｄ

する 名称 単位
① 子育て

Ｏ

支援への取組みの市民

事

満足度割合 ％
②

事務事

務

業の各種指標の実績と

事

見込及び目標

H31年

業

度 R2年度 R2年度 R

名

3年度 R4年度 R5年

N

度 R6年度
指標 ＼ 

o

年度 単位
実績値 計画値

.

実績値 計画値 目標値 目

1

標値 目標値
(1)の ①

9

人 406 386 399

3

399 399 399 3

児

99
活動指標 ②
(2)

童

の ① 人 326 310 3

扶

33 333 333 33

養

3 333
対象指標 ②
(

手

3)の ① 人 269 25

当

5 272 272 272

事

272 272
成果指標

務

②
(4)の結果の ① ％

政

86.6 87 94 94

策

94 94 94
成果指標

こ

②
予算費目 会計 01 

の

一般会計 款 03 項 02

事

目 01

コスト 年度 H3

務

1年度 R2年度 R2年

事

度 R3年度 R4年度 R

業

5年度 R6年度
実績値

施

計画値 実績値 計画値 目

策

標値 目標値 目標値
事業

の

費(決算又は予算額)

位

Ａ 単位 184,904

置

147,002 194

基

,893 139,23

本

2 139,232 13

事

9,232 139,2

業

32

財
源
内
訳

 国庫支

主

出金 千円 59,456

管

48,881 100,

課

347 46,371 4

名

6,371 46,37

課

1 46,371
 県支

長

出金 千円 0 0 0 0 0 0

名

0
 地方債 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 その他 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 一般

事

財源 千円 125,44

務

8 98,121 94,

事

546 92,861 9

業

2,861 92,86

の

1 92,861
人件費

開

Ｂ 千円 4,311.4

始

4,161.4 3,6

時

52 3,652 3,6

期

52 3,652 3,6

事

52
正職員従事時間×

務

人数 時間×人 287×

区

4 287× 4 275×

分

4 275× 4 275×

法

4 275× 4 275×

定

4
正職員以外の人件費

受

千円 500 350 0 0

託

0 0 0
その他の費用Ｃ

事

千円 182 180 42

務

4 424 424 424

自

424
トータルコスト

治

A+B+C 千円 189

事

,397.4 151,

務

343.4 198,9

こ

69 143,308 1

の

43,308 143,

事

308 143,308

務

単位あたりコスト ① 千

事

円/人 581 488.

業

2 597.5 430.

の

4 430.4 430.

根

4 430.4
（ﾄｰﾀ

拠

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

法

象指標）② 千円/ 0 0

令

0 0 0 0 0

1

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

。
事業進展等による環

業

境変化 □ ある
に伴い、

名

目的を見直す（目
その

N

理由
的の追加・拡充又

o

は絞込）

必要はありま

.

せんか？ ■ ない

有
効
性

1

離婚届提出時やひとり

9

親家庭の転入時等に、

3

対象者には窓口で滞り

児

なく案内し
今以上に事

童

業の成果を向上
ている

扶

。案内チラシについて

養

、わかりやすい表現と

手

なるよう見直していく

当

。
させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

務

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

申請者に適切に

価

支給している。
目的達

　

成状況 内　容

□民間へ

Ｃ

の一部委託 □民間への

Ｈ

全部委託
市関与の必要

Ｅ

性 □指定管理 □補助金

Ｃ

・負担金助成 ■市の直

Ｋ

営
内　容

　（実施手法

目

） 法定受託事務である

的

ため。

効
率
性

法定受託

妥

事務であるため、統廃

当

合はできない。
事務事

性

業の統廃合により、

事

こ

業の効率化を図り、成

の

果
内　容

を向上させる

事

方法を記入し

て下さい

業

。

わかりやすい案内チ

の

ラシやホームページの

必

作成により、問合せへ

要

の対応時間数
現状より

性

事業費・人件費を
を減

は

らすことができる。
削

薄

減する方法を記入して

れ

下

さい。（仕様の変更

て

、外部 内　容
委託、従

得

事時間の削減等は

でき

ら

ないか？)

公
平
性

受益

れ

者に負担を強いる事業

て

ではない。
□ ある ■ 現

い

状で適正
受益者負担は

る

ありますか？

また、受

い

益者負担割合は適 ■ な

ま

い □ 検討が必要 内　容

せ

正ですか？
□ 受益者が

ん

いない

３
改
革
改
善
案
　

か

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

なし なし

。

事業実施上の課題、住

十

民・議会等からの意見

分

意　見 対応策
と対応策

な

児童扶養手当認定請求

成

の受理及び審 継続して

果

実施するため、前年度

が

と同
R3年度の事業計

理

画は前 変　更
査後、手

　

当支給。 様・同規模で

由

実施。
年度から変更・

得

追加は 前年度 ・
各種変

ら

更等届出による支給額

れ

等の変
あるか 追　加

更

て

。

今後の事業・コスト

い

・成果の方向性 今後の

ま

事業の方向性、改革・

す

改善案
※今年度からの

か

具体的な事業の進め方

？

、手段の見直し等、各

得

方向性の内容

　　　　

ら

　　　　　□　拡大 な

れ

し
　　　　　　　　　

て

□　改善
　　　　　　

い

　　　■　現状維持
　

な

　　　　　　　　□　

い

縮小
　　　　　　　　

事

　□　統合
　　　　　

業

　　　　□　完了
　　

進

　　　　　　　□　廃

展

止・休止
コストの方向

等

性
　　　　　　　　　

に

→　維持
成果の方向性

よ

　　　　　　　　　→

る

　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 193 児童扶養手当事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童扶養手当法に基づく支給事務であり、適切に行われてい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

児童扶養手当法に規定された対象であり、見直すことはできない。
事業進展等による

様

環境変化
□ ある

に伴い

式

、対象を見直す（拡
そ

1

の理由
大・縮小）必要

-

はありませ
■ ない

んか

2

？

児童扶養手当法に基

事

づく支給事務であり、

務

見直すことはできない



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 194 児童発達支援事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成27年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市児童発達支援事業所設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・みよし市児童発達支援事業所「よつば」は定員18人 よつば：（1）児童福祉法の改正により、より身近で
で、心身に障害のある児童又はその疑いがあり、療育 療育を受けるため。
の必要性が認められる概ね３歳から小学校就学前まで （2）「親子通園ルームふたば」の卒業園児の通園先
の児童に日常生活における基本的な動作の指導、知識 を確保するため。
技能の付与及び集団生活への適応訓練を行う。 ふたば：ことばが遅い、多動、人とかかわらない等の
・親子通園ルーム「ふたば」は、保健セン

令

ターとの連 発達がゆっ

和

くりと思われる子ども

 

が、親子で通所し、
携

3

により、発達に心配の

年

ある概ね１歳から３歳

度

までの 遊びを通して日

（

常生活に必要な習慣を

2

養い心身の発達
就園前

年

の乳幼児を対象に親子

度

で通園し、心身の発達

実

を を助長・支援する必

施

要があるため。
促すと

分

ともに、親子同士の交

）

流を深めてもらう。
Ｓ

事

ＤＧｓの取り組み：３

務

,４
よつばは、概ね３

事

歳から小学校就学前ま

業

での児童に日常生活に

目

おける基本的な動作
R

的

2年度に実施した具体

評

的な の指導、知識技能

価

の付与及び集団生活へ

表

の適応訓練を行った。

様

事業の方法、手順、指

式

標に対す ふたばは、発

1

達に心配のある概ね１

-

歳から３歳までの就園

1

前の乳幼児を対象に親

記

子
る成果等 で通園し、

入

子どもの心身の発達を

日

促すとともに、親子同

令

士の交流を深めてもら

和

った
。

事務事業を取り

0

巻く状況は過去と比べ

3

変化しているか (1)

年

活動指標（事務事業の

1

活動量を表す指標）

身

2

近な場所でより専門的

月

な療育を受ける需要が

0

高まってい 名称 単位
る

7

。 ① 児童発達支援事業

日

所「よつば」入所者数

１

人
変 化

② 親子通園ル

事

ーム「ふたば」延べ参

務

加者数 人
内 容

対象(

事

この事業の対象、範囲

業

となる人、物) (2)

の

対象指標（対象の大き

現

さを表す指標）

①よつ

状

ばは、心身に障がいの

　

ある児童又は疑いがあ

Ｐ

る概ね3歳か 名称 単位

Ｌ

ら小学校就学前の児童

Ａ

① 1歳6か月児健診の

Ｎ

精神発達要観察児数 人

及

②ふたばは、心身の発

び

達に心配のある概ね1

Ｄ

歳から4歳までの児童

Ｏ

② 3歳児健診の精神発

事

達要観察児数 人

目的(

務

この事業によって上記

事

対象をどのような状態

業

にしたいのか) (3)

名

成果指標（目的の達成

N

度を示す指標）

①心身

o

の発達を促すための療

.

育を受けることができ

1

る。 名称 単位
②親子関

9

係を育て、安心して子

4

育てができる。 ① 児童

児

発達支援事業所「よつ

童

ば」入所者数 人
② 親子

発

通園ルーム「ふたば」

達

延べ参加者数 人

結果(

支

上位基本事業の意図)

援

(4)結果の成果指標

事

（上位基本事業の成果

業

指標）

児童発達支援体

政

制の充実により安心し

策

て子育てができる。 名

こ

称 単位
① 子育て支援へ

の

の取組みの市民満足度

事

割合 ％
②

事務事業の各

務

種指標の実績と見込及

事

び目標

H31年度 R2

業

年度 R2年度 R3年度

施

R4年度 R5年度 R6

策

年度
指標 ＼ 年度 単

の

位
実績値 計画値 実績値

位

計画値 目標値 目標値 目

置

標値
(1)の ① 人 11

基

13 15 18 18 18

本

18
活動指標 ② 人 31

事

3 300 2,532 2

業

,500 2,500 2

主

,500 2,500
(

管

2)の ① 人 166 17

課

0 206 170 170

名

170 170
対象指標

課

② 人 77 80 111 8

長

0 80 80 80
(3)

名

の ① 人 11 13 15 1

こ

8 18 18 18
成果指

の

標 ② 人 313 300 2

事

,532 2,500 2

務

,500 2,500 2

事

,500
(4)の結果

業

の ① ％ 86.6 87 9

の

4 94 94 94 94
成

開

果指標 ②
予算費目 会計

始

01 一般会計 款 03

時

項 02 目 01

コスト 年

期

度 H31年度 R2年度

事

R2年度 R3年度 R4

務

年度 R5年度 R6年度

区

実績値 計画値 実績値 計

分

画値 目標値 目標値 目標

法

値
事業費(決算又は予

定

算額)Ａ 単位 15,4

受

91 16,635 14

託

,172 16,064

事

16,263 15,8

務

26 15,823

財
源

自

内
訳

 国庫支出金 千円

治

0 0 0 0 0 0 0
 県支

事

出金 千円 0 0 4,53

務

1 0 0 0 0
 地方債 千

こ

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

の

の他 千円 247 80 3

事

,855 4,680 4

務

,680 4,680 4

事

,680
 一般財源 千

業

円 15,244 16,

の

555 5,786 11

根

,384 11,583

拠

11,146 11,1

法

43
人件費Ｂ 千円 10

令

,126 10,126

事

34,528 34,5

業

28 34,528 34

の

,528 34,528

概

正職員従事時間×人数

要

時間×人 610× 5 6

現

10× 5 1,300×

在

8 1,300× 8 1,

の

300× 8 1,300

状

× 8 1,300× 8
正

況

職員以外の人件費 千円

と

0 0 0 0 0 0 0
その他

こ

の費用Ｃ 千円 221 2

の

20 763 763 76

事

3 763 763
トータ

務

ルコストA+B+C 千

事

円 25,838 26,

業

981 49,463 5

を

1,355 51,55

行

4 51,117 51,

う

114
単位あたりコス

根

ト ① 千円/人 155.

拠

7 158.7 240.

ま

1 302.1 303.

た

3 300.7 300.

は

7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

理

(2)の対象指標）②

由

千円/人 335.6 3

R

37.3 445.6 6

2

41.9 644.4 6

年

39 638.9

1

度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

対しての事業であるた

業

め、目的を見直す必要

名

はな
事業進展等による

N

環境変化 □ ある
い。

に

o

伴い、目的を見直す（

.

目
その理由

的の追加・

1

拡充又は絞込）

必要は

9

ありませんか？ ■ ない

4

有
効
性

よつばとふたば

児

の連携を図り、切れ目

童

のない支援を実施する

発

。
今以上に事業の成果

達

を向上

させる方法を記

支

入して下さ

い。 内　容

援

※(3)の成果指標を

事

向上させる

　ことはで

業

きますか？

一人ひとり

２

に合わせた療育を実施

評

し、心身の発達を促す

価

ことができた。
目的達

　

成状況 内　容

□民間へ

Ｃ

の一部委託 □民間への

Ｈ

全部委託
市関与の必要

Ｅ

性 □指定管理 □補助金

Ｃ

・負担金助成 ■市の直

Ｋ

営
内　容

　（実施手法

目

） 一番初めに療育に触

的

れる機会となるため、

妥

民間より公的機関の方

当

が心理的ハー
ドルが低

性

くなると考えられるた

こ

め。

効
率
性

類似する事

の

業がないため、統廃合

事

はできない。
事務事業

業

の統廃合により、

事業

の

の効率化を図り、成果

必

内　容
を向上させる方

要

法を記入し

て下さい。

性

よつばとふたばの連携

は

することによる効率的

薄

な事業運営ができる。

れ

現状より事業費・人件

て

費を

削減する方法を記

得

入して下

さい。（仕様

ら

の変更、外部 内　容
委

れ

託、従事時間の削減等

て

は

できないか？)

公
平

い

性

児童福祉法で規定す

る

る基準により算定して

い

いるた
■ ある ■ 現状で

ま

適正
受益者負担はあり

せ

ますか？ め。
また、受

ん

益者負担割合は適 □ な

か

い □ 検討が必要 内　容

。

正ですか？
□ 受益者が

十

いない

３
改
革
改
善
案
　

分

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

「よつば

な

」を明知保育園から市

成

内中 「よつば」と「ふ

果

たば」を中央部へ
事業

が

実施上の課題、住 央部

理

に移設する。 配置し、

　

保健センターとの連携

由

を含
民・議会等からの

得

意見 意　見 対応策 めて

ら

運営できるよう検討す

れ

る。
と対応策

よつばの

て

運営 継続して実施する

い

ため、前年度と同
R3

ま

年度の事業計画は前 変

す

　更
ふたばの運営 様・

か

同規模で実施
年度から

？

変更・追加は 前年度 ・

得

あるか 追　加

今後の事

ら

業・コスト・成果の方

れ

向性 今後の事業の方向

て

性、改革・改善案
※今

い

年度からの具体的な事

な

業の進め方、手段の見

い

直し等、各方向性の内

事

容

　　　　　　　　　

業

□　拡大 （1）「よつ

進

ば」を明知保育園から

展

市内中央部に移設
　　

等

　　　　　　　□　改

に

善 する。
　　　　　　

よ

　　　■　現状維持 （

る

2) 「よつば」は児

環

童発達支援の拠点とし

境

て、市内
　　　　　　

変

　　　□　縮小 保育園

化

や幼稚園等に対しての

あ

地域支援を更に拡大し

る

て
　　　　　　　　　

に

□　統合 いく。
　　　

伴

　　　　　　□　完了

い

（3）児童発達支援セ

、

ンターの設立について

対

検討する
　　　　　　

象

　　　□　廃止・休止

を

。
コストの方向性 （4

見

）定員数の検討を行う

直

。
　　　　　　　　　

す

→　維持
成果の方向性

（

　　　　　　　　　→

拡

　維持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 194 児童発達支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

身近な場所でより専門的な療育を受ける需要が高まる中、市
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

内で類似する事業がないため必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

療育が必要な児童に対しての事業であるため、

様

対象を見直す必要はな

式

事業進展等による環境

1

変化
□ ある い。

に伴い

-

、対象を見直す（拡
そ

2

の理由
大・縮小）必要

事

はありませ
■ ない

んか

務

？

療育が必要な児童に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 196 保育園運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和33年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 児童福祉法第24条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

保育園及び小規模保育事業所にて園児の保育を実施し 核家族化の進行と女性の社会進出等により、保育時間
ている事業 の延長、低年齢児保育、一時的保育など保育ニーズが
①市立の保育園７園（直営） 多様化してきている。市としては、多様なニーズに対
②私立の保育園３園（民間） 応した制度を整備し、子どもの健全な育成を図るとと
③小規模保育事業所２園（民間） もに、女性の社会進出と子育てを支援する。
通常保育及び特別保育の提供
民間の保育園には、管理運営を委託し、委託料と補助
金を支払っている。
ＳＤＧ

令

ｓの取り組み：３,４

和

,８

市内10保育園及

 

び小規模保育事業所1

3

園で8:00～16:

年

00までの通常保育及

度

び一部延長
R2年度に

（

実施した具体的な 保育

2

の実施。
事業の方法、

年

手順、指標に対す 6園

度

で保護者の緊急的な都

実

合による一時的な保育

施

の実施。
る成果等 私立

分

の天王保育園は日曜日

）

・祝祭日の8:00～

事

16:00までの休日

務

保育、22:00まで

事

の夜
間延長保育及び緊

業

急24時間対応保育を

目

実施。

事務事業を取り

的

巻く状況は過去と比べ

評

変化しているか (1)

価

活動指標（事務事業の

表

活動量を表す指標）

就

様

労形態の多様化により

式

、保育サービスの充実

1

が求められ 名称 単位
て

-

いる。 ① 保育園数 園
変

1

 化
② 開園日数 日

内 

記

容

対象(この事業の対

入

象、範囲となる人、物

日

) (2)対象指標（対

令

象の大きさを表す指標

和

）

入園している児童及

0

びその保護者 名称 単位

3

① 入園児童数 人
②

目的

年

(この事業によって上

1

記対象をどのような状

2

態にしたいのか) (3

月

)成果指標（目的の達

0

成度を示す指標）

児童

8

は保育園で安全に楽し

日

く過ごすことができ、

１

保護者は安心し 名称 単

事

位
て働くことができる

務

① 保育園の待機児童数

事

人
②

結果(上位基本事

業

業の意図) (4)結果

の

の成果指標（上位基本

現

事業の成果指標）

保育

状

環境の整備 名称 単位
①

　

子育て支援への取組み

Ｐ

の市民満足度割合 ％
②

Ｌ

事務事業の各種指標の

Ａ

実績と見込及び目標

H

Ｎ

31年度 R2年度 R2

及

年度 R3年度 R4年度

び

R5年度 R6年度
指標

Ｄ

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｏ

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

務

)の ① 園 11 11 11

事

12 12 12 12
活動

業

指標 ② 日 289 293

名

288 292 292 2

N

92 292
(2)の ①

o

人 1,315 1,38

.

7 1,310 1,32

1

2 1,359 1,35

9

3 1,346
対象指標

6

②
(3)の ① 人 19 1

保

7 0 0 0 0 0
成果指標

育

②
(4)の結果の ① ％

園

86.6 87 94 94

運

94 94 94
成果指標

営

②
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 03 項 02

業

目 02

コスト 年度 H3

政

1年度 R2年度 R2年

策

度 R3年度 R4年度 R

こ

5年度 R6年度
実績値

の

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
事業

務

費(決算又は予算額)

事

Ａ 単位 935,010

業

821,590 712

施

,906 773,08

策

1 944,758 93

の

5,326 935,2

位

91

財
源
内
訳

 国庫支

置

出金 千円 147,16

基

6 222,251 18

本

9,853 186,3

事

66 255,810 2

業

55,810 255,

主

810
 県支出金 千円

管

85,838 96,7

課

53 85,396 95

名

,086 131,57

課

5 131,575 13

長

1,575
 地方債 千

名

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

こ

の他 千円 170,98

の

3 86,694 107

事

,721 73,232

務

116,300 116

事

,300 116,30

業

0
 一般財源 千円 53

の

1,023 415,8

開

92 329,936 4

始

18,397 441,

時

073 431,641

期

431,606
人件費

事

Ｂ 千円 16,015.

務

7 20,982.4 2

区

1,991.7 21,

分

991.7 21,99

法

1.7 21,991.

定

7 21,991.7
正

受

職員従事時間×人数 時

託

間×人 603× 8 79

事

0× 8 828× 8 82

務

8× 8 828× 8 82

自

8× 8 828× 8
正職

治

員以外の人件費 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
その他の

務

費用Ｃ 千円 1,014

こ

1,000 2,655

の

2,655 2,655

事

2,655 2,655

務

トータルコストA+B

事

+C 千円 952,03

業

9.7 843,572

の

.4 737,552.

根

7 797,727.7

拠

969,404.7 9

法

59,972.7 95

令

9,937.7
単位あ

事

たりコスト ① 千円/人

業

724 608.2 56

の

3 603.4 713.

概

3 709.5 713.

要

2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

現

(2)の対象指標）②

在

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

の

1

状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

のの、児童の安全な保

業

育の実施
事業進展等に

名

よる環境変化 □ ある
に

N

ついては変化はない。

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

1

・拡充又は絞込）

必要

9

はありませんか？ ■ な

6

い

有
効
性

小規模事業所

保

の認可及び保育園運営

育

を民間への移行。
今以

園

上に事業の成果を向上

運

させる方法を記入して

営

下さ

い。 内　容
※(3

事

)の成果指標を向上さ

業

せる

　ことはできます

２

か？

待機児童が21人

評

であり、減少している

価

。
目的達成状況 内　容

　

□民間への一部委託 ■

Ｃ

民間への全部委託
市関

Ｈ

与の必要性 □指定管理

Ｅ

■補助金・負担金助成

Ｃ

■市の直営
内　容

　（

Ｋ

実施手法） 多様なニー

目

ズ化と保育士不足の解

的

消のため、市立保育園

妥

を民間への移管をすす

当

める。

効
率
性

統廃合す

性

る事業はない。
事務事

こ

業の統廃合により、

事

の

業の効率化を図り、成

事

果
内　容

を向上させる

業

方法を記入し

て下さい

の

。

民間移管により人件

必

費を削減することがで

要

きる。
現状より事業費

性

・人件費を

削減する方

は

法を記入して下

さい。

薄

（仕様の変更、外部 内

れ

　容
委託、従事時間の

て

削減等は

できないか？

得

)

公
平
性

令和元年度に

ら

受益者負担の見直しを

れ

行い適正な負
■ ある ■

て

現状で適正
受益者負担

い

はありますか？ 担割合

る

としている。
また、受

い

益者負担割合は適 □ な

ま

い □ 検討が必要 内　容

せ

正ですか？
□ 受益者が

ん

いない

３
改
革
改
善
案
　

か

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

経済的負

。

担を軽減してほしい。

十

幼児教育・保育無償化

分

事業実施上の課題、住

な

民・議会等からの意見

成

意　見 対応策
と対応策

果

市立の保育園７園（直

が

営） 待機児童解消のた

理

め、小規模保育事
R3

　

年度の事業計画は前 変

由

　更
私立の保育園３園

得

（民間） 業所1園の認

ら

可。
年度から変更・追

れ

加は 前年度 ・
小規模保

て

育事業所（民間1園）

い

あるか 追　加
幼児教育

ま

・保育無償化

今後の事

す

業・コスト・成果の方

か

向性 今後の事業の方向

？

性、改革・改善案
※今

得

年度からの具体的な事

ら

業の進め方、手段の見

れ

直し等、各方向性の内

て

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 幼児教育・保

な

育無償化に伴い、保護

い

者の経済的負担が
　　

事

　　　　　　　□　改

業

善 軽減される。
　　　

進

　　　　　　■　現状

展

維持 待機児童解消のた

等

め、小規模保育事業所

に

の認可及び保
　　　　

よ

　　　　　□　縮小 育

る

園運営の民間移管。
　

環

　　　　　　　　□　

境

統合
　　　　　　　　

変

　□　完了
　　　　　

化

　　　　□　廃止・休

あ

止
コストの方向性
　　

る

　　　　　　　↑　増

に

加
成果の方向性
　　　

伴

　　　　　　→　維持

い

2

、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 196 保育園運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

多様なニーズに対応するため、民間活力を効果的に活用し、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

待機児童の解消や子育て支援を推進している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

就学前の児童が対象であるため、見直しの必要

様

はない。
事業進展等に

式

よる環境変化
□ ある

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
■ ない

事

んか？

多様な働き方に

務

よる環境変化はあるも



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 197 保育園整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成16年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 児童福祉法第24条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

保育園の老朽化に伴う修繕や、計画的な備品の買い替 園児の安全を確保するため、保育環境の整備を行う必
えを行い、安全で安心して過ごせる保育環境を整備す 要がある。
る。
空調機については、乳児室、保育室、事務室の老朽化
した既設空調機を計画的に更新する。
ＳＤＧｓの取り組み：３,４,８

なかよし保育園増築工事設計業務委託を実施した。
R2年度に実施した具体的な みどり保育園外壁改修工事に伴う管理業務委託及び工事を実施した。
事業の方法、手順、指標に対す 園設置の備品を購入した。
る成果等

事務

令

事業を取り巻く状況は

和

過去と比べ変化してい

 

るか (1)活動指標（

3

事務事業の活動量を表

年

す指標）

施設の老朽化

度

が進んでいる。 名称 単

（

位
① 保育園数 園

変 化

2

②
内 容

対象(この事

年

業の対象、範囲となる

度

人、物) (2)対象指

実

標（対象の大きさを表

施

す指標）

入園している

分

児童 名称 単位
① 入園児

）

童数 人
②

目的(この事

事

業によって上記対象を

務

どのような状態にした

事

いのか) (3)成果指

業

標（目的の達成度を示

目

す指標）

保育園で安心

的

安全に過ごすことがで

評

きる。 名称 単位
① 整備

価

した保育園数 園
②

結果

表

(上位基本事業の意図

様

) (4)結果の成果指

式

標（上位基本事業の成

1

果指標）

保育環境の整

-

備 名称 単位
① 子育て支

1

援への取組みの市民満

記

足度割合 ％
②

事務事業

入

の各種指標の実績と見

日

込及び目標

H31年度

令

R2年度 R2年度 R3

和

年度 R4年度 R5年度

0

R6年度
指標 ＼ 年

3

度 単位
実績値 計画値 実

年

績値 計画値 目標値 目標

1

値 目標値
(1)の ① 園

2

10 10 10 10 10

月

10 10
活動指標 ②
(

0

2)の ① 人 1,315

8

1,387 1,310

日

1,322 1,359

１

1,353 1,346

事

対象指標 ②
(3)の ①

務

園 10 10 10 10 1

事

0 10 10
成果指標 ②

業

(4)の結果の ① ％ 8

の

6.6 87 94 94 9

現

4 94 94
成果指標 ②

状

予算費目 会計 01 一

　

般会計 款 03 項 02 目

Ｐ

02

コスト 年度 H31

Ｌ

年度 R2年度 R2年度

Ａ

R3年度 R4年度 R5

Ｎ

年度 R6年度
実績値 計

及

画値 実績値 計画値 目標

び

値 目標値 目標値
事業費

Ｄ

(決算又は予算額)Ａ

Ｏ

単位 45,009 61

事

,974 53,078

務

239,060 76,

事

555 136,477

業

12,091

財
源
内
訳

名

 国庫支出金 千円 1,

N

689 0 2,350 7

o

16 0 0 0
 県支出金

.

千円 0 0 0 2,750

1

0 0 0
 地方債 千円 0

9

0 0 0 0 0 0
 その他

7

千円 0 0 0 20,00

保

0 15,000 0 0
 

育

一般財源 千円 43,3

園

20 61,974 50

整

,728 215,59

備

4 61,555 136

事

,477 12,091

業

人件費Ｂ 千円 13,1

政

30.6 15,594

策

9,535 9,535

こ

9,535 9,535

の

9,535
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 5

務

65× 7 671× 7 3

事

59× 8 359× 8 3

業

59× 8 359× 8 3

施

59× 8
正職員以外の

策

人件費 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
その他の費用Ｃ 千

位

円 913 900 519

置

519 519 519 5

基

19
トータルコストA

本

+B+C 千円 59,0

事

52.6 78,468

業

63,132 249,

主

114 86,609 1

管

46,531 22,1

課

45
単位あたりコスト

名

① 千円/人 44.9 5

課

6.6 48.2 188

長

.4 63.7 108.

名

3 16.5
（ﾄｰﾀﾙ

こ

ｺｽﾄ/(2)の対象

の

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す（目
その理由

業

的の追加・拡充又は絞

名

込）

必要はありません

N

か？ □ ない

有
効
性

日常

o

的な点検等により修繕

.

個所を把握し、計画的

1

な整備を行う。
今以上

9

に事業の成果を向上

さ

7

せる方法を記入して下

保

さ

い。 内　容
※(3)

育

の成果指標を向上させ

園

る

　ことはできますか

整

？

計画に基づき、適正

備

な時期に修繕等の整備

事

をしている。
目的達成

業

状況 内　容

□民間への

２

一部委託 □民間への全

評

部委託
市関与の必要性

価

□指定管理 □補助金・

　

負担金助成 ■市の直営

Ｃ

内　容
　（実施手法）

Ｈ

市所有の施設であるた

Ｅ

め、市が直接整備を行

Ｃ

う。

効
率
性

統廃合する

Ｋ

事業はない。
事務事業

目

の統廃合により、

事業

的

の効率化を図り、成果

妥

内　容
を向上させる方

当

法を記入し

て下さい。

性

日常的な点検等により

こ

修繕個所を把握し、計

の

画的な整備を行うこと

事

により、効
現状より事

業

業費・人件費を
率的に

の

事業を実施することが

必

できる。
削減する方法

要

を記入して下

さい。（

性

仕様の変更、外部 内　

は

容
委託、従事時間の削

薄

減等は

できないか？)

れ

公
平
性

令和元年度に受

て

益者負担の見直しを行

得

い、適正な
■ ある ■ 現

ら

状で適正
受益者負担は

れ

ありますか？ 受益者負

て

担としている。
また、

い

受益者負担割合は適 □

る

ない □ 検討が必要 内　

い

容
正ですか？

□ 受益者

ま

がいない

３
改
革
改
善
案

せ

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

安全で

ん

安心して過ごせる保育

か

環境を 園舎等の改修は

。

、みよし市保育園長
事

十

業実施上の課題、住 整

分

備してほしい。 寿命化

な

計画に基づき整備を実

成

施する
民・議会等から

果

の意見 意　見 対応策 。

が

と対応策

外壁工事、防

理

犯カメラ等の設置工事

　

なかよし保育園増築工

由

事設計業務委
R3年度

得

の事業計画は前 変　更

ら

設計委託を実施。 託
年

れ

度から変更・追加は 前

て

年度 ・
園庭設置の遊具

い

修繕。 みどり保育園外

ま

壁改修工事
あるか 追　

す

加
すみれ保育園配膳室

か

空調機増設工事

今後の

？

事業・コスト・成果の

得

方向性 今後の事業の方

ら

向性、改革・改善案
※

れ

今年度からの具体的な

て

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

な

内容

　　　　　　　　

い

　□　拡大 園舎等の改

事

修は、みよし市保育園

業

長寿命化計画に基づ
　

進

　　　　　　　　□　

展

改善 き整備を実施する

等

。
　　　　　　　　　

に

■　現状維持
　　　　

よ

　　　　　□　縮小
　

る

　　　　　　　　□　

環

統合
　　　　　　　　

境

　□　完了
　　　　　

変

　　　　□　廃止・休

化

止
コストの方向性
　　

あ

　　　　　　　↓　減

る

少
成果の方向性
　　　

に

　　　　　　→　維持

伴

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 197 保育園整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

園児の安全を確保するため、保育環境の整備を行っている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

増園予定はないため、見直しの必要はない。
事業進展等による環境変化

■ ある
に伴い、対象を

様

見直す（拡
その理由

大

式

・縮小）必要はありま

1

せ
□ ない

んか？

児童の

-

安全な保育の実施につ

2

いては変化はない。
事

事

業進展等による環境変

務

化 ■ ある
に伴い、目的



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 198 子育て支援センター運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成８年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地域子育て支援拠点事業実施要綱（愛知県）

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

相談業務、親子ふれあいルーム、育児相談、保育園開 子育て支援センターは、少子化対策として子育てに対
放事業等を実施。 する母親の不安の解消、育児相談を目的として実施し
地区子育て支援センター５地区。 ている。
子育てふれあい広場２施設。 地区子育て支援センターは、次世代を担う子どもが「
市内５地区において、支援センターを開設し、相談業 心豊かに、健やかに育ち」また、子育て中の親が「安
務、親子ふれあいルーム、育児相談、保育園開放事業 心して子どもを産

令

み、育てる」ことがで

和

きるよう、就
等を実施

 

。また、子育て総合支

3

援センター及びカリヨ

年

学前の子どもの育成と

度

子育てを支援する拠点

（

として実
ンハウス内に

2

子育てふれあい広場の

年

開設及び相談業務 施し

度

ている。
を実施。
ＳＤ

実

Ｇｓの取り組み：３,

施

４
市内各保育園で親子

分

ふれあいルーム・育児

）

講座・情報誌の発行を

事

実施した。
R2年度に

務

実施した具体的な 子育

事

て支援スマホアプリみ

業

よぴよを導入し、子育

目

て情報を発信した。
事

的

業の方法、手順、指標

評

に対す 新型コロナウイ

価

ルス感染症拡大による

表

緊急事態宣言中はふれ

様

あい広場を閉所し、親

式

る成果等 子ルームや育

1

児講座を中止した。緊

-

急事態宣言解除以降は

1

感染防止対策を講じな

記

が
ら開所（開講）した

入

。

事務事業を取り巻く

日

状況は過去と比べ変化

令

しているか (1)活動

和

指標（事務事業の活動

0

量を表す指標）

核家族

3

化に伴い、子育てに悩

年

みを抱く親が増えてい

1

る。 名称 単位
① 子育て

2

支援センター開所日数

月

日
変 化

② 子育てふれ

0

あい広場開所日数 日
内

8

 容

対象(この事業の

日

対象、範囲となる人、

１

物) (2)対象指標（

事

対象の大きさを表す指

務

標）

①子育て支援セン

事

ター　0歳～3歳未満

業

児 名称 単位
②子育て総

の

合支援センター　0歳

現

～未就学児 ① 3歳未満

状

児の人数 人
② 未就学児

　

の人数 人

目的(この事

Ｐ

業によって上記対象を

Ｌ

どのような状態にした

Ａ

いのか) (3)成果指

Ｎ

標（目的の達成度を示

及

す指標）

子育ての悩み

び

を軽減・解消すること

Ｄ

ができる。 名称 単位
①

Ｏ

親子ふれあいルームの

事

延べ参加者数 人
② 子育

務

てふれあい広場の延べ

事

利用者数 人

結果(上位

業

基本事業の意図) (4

名

)結果の成果指標（上

N

位基本事業の成果指標

o

）

子育て支援センター

.

事業の充実により安心

1

して子育てをすること

9

名称 単位
ができる。 ①

8

子育て支援への取組み

子

の市民満足度割合 ％
②

育

事務事業の各種指標の

て

実績と見込及び目標

H

支

31年度 R2年度 R2

援

年度 R3年度 R4年度

セ

R5年度 R6年度
指標

ン

 ＼ 年度 単位
実績値

タ

計画値 実績値 計画値 目

ー

標値 目標値 目標値
(1

運

)の ① 日 254 250

営

255 250 250 2

事

50 250
活動指標 ②

業

日 562 560 493

政

560 560 560 5

策

60
(2)の ① 人 1,

こ

670 1,637 1,

の

546 1,603 1,

事

571 1,539 1,

務

508
対象指標 ② 人 4

事

,136 4,053 4

業

,033 3,972 3

施

,893 3,815 3

策

,738
(3)の ① 人

の

3,865 3,942

位

1,898 3,863

置

3,786 3,710

基

3,635
成果指標 ②

本

人 58,151 67,

事

376 29,394 6

業

6,028 64,70

主

7 63,413 62,

管

144
(4)の結果の

課

① ％ 86.6 87 94

名

94 94 94 94
成果

課

指標 ②
予算費目 会計 0

長

1 一般会計 款 03 項

名

02 目 02

コスト 年度

こ

H31年度 R2年度 R

の

2年度 R3年度 R4年

事

度 R5年度 R6年度
実

務

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

業

事業費(決算又は予算

の

額)Ａ 単位 28,32

開

4 11,930 10,

始

934 14,785 1

時

1,612 54,61

期

2 54,612

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 7

務

,518 0 0 0 0 0 0

区

 県支出金 千円 7,2

分

08 0 0 0 0 0 0
 地

法

方債 千円 0 0 0 0 0 0

定

0
 その他 千円 59 1

受

52 29 135 152

託

152 152
 一般財

事

源 千円 13,539 1

務

1,778 10,90

自

5 14,650 11,

治

460 54,460 5

事

4,460
人件費Ｂ 千

務

円 14,262.7 1

こ

4,262.7 11,

の

792.6 11,79

事

2.6 11,792.

務

6 11,792.6 1

事

1,792.6
正職員

業

従事時間×人数 時間×

の

人 358× 12 358

根

× 12 444× 8 44

拠

4× 8 444× 8 44

法

4× 8 444× 8
正職

令

員以外の人件費 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
その他の

業

費用Ｃ 千円 153 12

の

5 113 113 113

概

113 113
トータル

要

コストA+B+C 千円

現

42,739.7 26

在

,317.7 22,8

の

39.6 26,690

状

.6 23,517.6

況

66,517.6 66

と

,517.6
単位あた

こ

りコスト ① 千円/人 2

の

5.6 16.1 14.

事

8 16.7 15 43.

務

2 44.1
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

業

指標）② 千円/人 10

を

.3 6.5 5.7 6.

行

7 6 17.4 17.8

う

1

根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

環境変化
□ ある 学前の

業

親子を支援する事業で

名

あり、対象を見直す必

N

要なない。
に伴い、対

o

象を見直す（拡
その理

.

由
大・縮小）必要はあ

1

りませ
■ ない

んか？

安

9

心して子どもを育てる

8

ためには、育児不安の

子

解消は必要不可欠であ

育

事業進展等による環境

て

変化 □ ある
るため、目

支

的を見直す必要なない

援

。
に伴い、目的を見直

セ

す（目
その理由

的の追

ン

加・拡充又は絞込）

必

タ

要はありませんか？ ■

ー

ない

有
効
性

育児を取り

運

巻く環境が変化する中

営

、それらに対応するた

事

めに職員の資質向上に

業

今以上に事業の成果を

２

向上
向けた研修をする

評

。
させる方法を記入し

価

て下さ

い。 内　容
※(

　

3)の成果指標を向上

Ｃ

させる

　ことはできま

Ｈ

すか？

親子ふれあいル

Ｅ

ームの参加希望者の全

Ｃ

員が事業に参加できて

Ｋ

いる。
目的達成状況 内

目

　容

■民間への一部委

的

託 □民間への全部委託

妥

市関与の必要性 □指定

当

管理 ■補助金・負担金

性

助成 ■市の直営
内　容

こ

　（実施手法） 公立保

の

育園及び子育て総合支

事

援センターは市の直営

業

で実施し、私立保育園

の

は補
助金を交付してい

必

る。

効
率
性

地域子育て

要

支援拠点事業実施要綱

性

に基づき、実施してい

は

るため、統廃合はでき

薄

事務事業の統廃合によ

れ

り、
ない。

事業の効率

て

化を図り、成果
内　容

得

を向上させる方法を記

ら

入し

て下さい。

民間委

れ

託により人件費の削減

て

は可能。
現状より事業

い

費・人件費を

削減する

る

方法を記入して下

さい

い

。（仕様の変更、外部

ま

内　容
委託、従事時間

せ

の削減等は

できないか

ん

？)

公
平
性

子育てに係

か

る総合的な相談及び子

。

どもやその保護
□ ある

十

■ 現状で適正
受益者負

分

担はありますか？ 者の

な

相互の交流促進を目的

成

に運営を行っているた

果

また、受益者負担割合

が

は適 ■ ない □ 検討が必

理

要 内　容 め、受益者負

　

担を求める事業ではな

由

い。
正ですか？

□ 受益

得

者がいない

３
改
革
改
善

ら

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

なし

れ

なし
事業実施上の課題

て

、住
民・議会等からの

い

意見 意　見 対応策
と対

ま

応策

市内各保育園で親

す

子ふれあいルーム 継続

か

して実施するため、前

？

年度と同
R3年度の事

得

業計画は前 変　更
・育

ら

児講座を実施。 様・同

れ

規模で実施。
年度から

て

変更・追加は 前年度 ・

い

子育て支援スマホアプ

な

リみよぴよを
あるか 追

い

　加
導入。

今後の事業

事

・コスト・成果の方向

業

性 今後の事業の方向性

進

、改革・改善案
※今年

展

度からの具体的な事業

等

の進め方、手段の見直

に

し等、各方向性の内容

よ

　　　　　　　　　□

る

　拡大 子育ての悩みを

環

軽減・解消するするた

境

めの、相談対応
　　　

変

　　　　　　□　改善

化

や交流事業を継続して

あ

実施する。
　　　　　

る

　　　　■　現状維持

に

　　　　　　　　　□

伴

　縮小
　　　　　　　

い

　　□　統合
　　　　

、

　　　　　□　完了
　

対

　　　　　　　　□　

象

廃止・休止
コストの方

を

向性
　　　　　　　　

見

　↓　減少
成果の方向

直

性
　　　　　　　　　

す

→　維持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 198 子育て支援センター運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

核家族化等子育てを取り巻く環境が変化しており、育児に対
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

する支援の要求が高まっている中、親同士の交流の場や親子
いませんか。十分な成果が 理　由

のふれあいの場を提供することにより、育児

様

不安の解消につ
得られ

式

ていますか？ □ 得られ

1

ていない
ながっている

-

。
子育て中のすべての

2

家庭の切れ目ない育児

事

支援をするため、就園

務

・就
事業進展等による



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 201 児童手当支給事務
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成24年4月 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 児童手当法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成24年4月改正の児童手当法に基づき、中学校修了 家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代
前の児童を養育する者に児童手当を支給する。 の社会を担う児童の健やかな成長に資するため支給。
平成24年6月以降は、所得制限の導入により、限度額 法廷受託事務として市が認定を行う。
超過の場合は特例給付を支給する。
児童1人あたり支給月額(1)児童手当3歳未満15,000円
、3歳～小学校修了前の第1・2子10,000円、第3子以降
15,000円、中学生10,000円(2)特例給付5,0

令

00円
ＳＤＧｓの取り

和

組み：１,３,４

児童

 

手当認定請求を受理し

3

、審査を行った後、児

年

童手当及び特例給付を

度

支給した。
R2年度に

（

実施した具体的な また

2

、住所変更や児童の増

年

減、消滅等の届出を受

度

付し、その内容により

実

、支給額等
事業の方法

施

、手順、指標に対す の

分

変更を行った。新型コ

）

ロナウイルス感染症拡

事

大の影響を受けている

務

子育て世帯の
る成果等

事

経済的影響を緩和する

業

目的で、国制度の「子

目

育て世帯への臨時的特

的

別給付金」及び
市独自

評

の「乳幼児等ランチサ

価

ポート給付金」を支給

表

した。

事務事業を取り

様

巻く状況は過去と比べ

式

変化しているか (1)

1

活動指標（事務事業の

-

活動量を表す指標）

児

1

童数の減少に伴い、児

記

童手当等の支給対象者

入

は減少して 名称 単位
い

日

る。 ① 手当受給児童数

令

人
変 化

②
内 容

対象

和

(この事業の対象、範

0

囲となる人、物) (2

3

)対象指標（対象の大

年

きさを表す指標）

中学

1

校修了前の児童を養育

2

している者 名称 単位
①

月

手当申請有資格者数 人

0

②
目的(この事業によ

8

って上記対象をどのよ

日

うな状態にしたいのか

１

) (3)成果指標（目

事

的の達成度を示す指標

務

）

子育てに係る負担が

事

軽減される 名称 単位
①

業

児童手当受給者数 人
②

の

特例給付受給者数 人

結

現

果(上位基本事業の意

状

図) (4)結果の成果

　

指標（上位基本事業の

Ｐ

成果指標）

児童を養育

Ｌ

する家庭を支援する 名

Ａ

称 単位
① 子育て支援へ

Ｎ

の取組みの市民満足度

及

割合 ％
②

事務事業の各

び

種指標の実績と見込及

Ｄ

び目標

H31年度 R2

Ｏ

年度 R2年度 R3年度

事

R4年度 R5年度 R6

務

年度
指標 ＼ 年度 単

事

位
実績値 計画値 実績値

業

計画値 目標値 目標値 目

名

標値
(1)の ① 人 9,

N

429 9,051 9,

o

237 9,048 8,

.

858 8,672 8,

2

490
活動指標 ②
(2

0

)の ① 人 5,716 5

1

,487 5,578 5

児

,443 5,307 5

童

,174 5,045
対

手

象指標 ②
(3)の ① 人

当

4,621 4,436

支

4,529 4,938

給

4,350 4,263

事

4,177
成果指標 ②

務

人 1,095 1,05

政

1 1,049 1,00

策

4 961 920 880

こ

(4)の結果の ① ％ 8

の

6.6 87 94 94 9

事

4 94 94
成果指標 ②

務

予算費目 会計 01 一

事

般会計 款 03 項 02 目

業

05

コスト 年度 H31

施

年度 R2年度 R2年度

策

R3年度 R4年度 R5

の

年度 R6年度
実績値 計

位

画値 実績値 計画値 目標

置

値 目標値 目標値
事業費

基

(決算又は予算額)Ａ

本

単位 1,131,00

事

5 1,133,558

業

1,228,731 1

主

,107,842 1,

管

108,161 1,0

課

91,161 1,07

名

4,807

財
源
内
訳

 

課

国庫支出金 千円 791

長

,169 793,28

名

5 890,018 77

こ

5,426 774,8

の

00 763,000 7

事

51,600
 県支出

務

金 千円 168,519

事

169,112 165

業

,887 165,78

の

1 165,500 16

開

3,500 161,1

始

00
 地方債 千円 0 0

時

0 0 0 0 0
 その他 千

期

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

事

般財源 千円 171,3

務

17 171,161 1

区

72,826 166,

分

635 167,861

法

164,661 162

定

,107
人件費Ｂ 千円

受

6,596.7 6,9

託

35.4 8,207 8

事

,207 8,207 8

務

,207 8,207
正

自

職員従事時間×人数 時

治

間×人 291× 6 30

事

8× 6 412× 6 41

務

2× 6 412× 6 41

こ

2× 6 412× 6
正職

の

員以外の人件費 千円 8

事

00 800 0 0 0 0 0

務

その他の費用Ｃ 千円 3

事

75 350 953 95

業

3 953 953 953

の

トータルコストA+B

根

+C 千円 1,137,

拠

976.71,140

法

,843.4 1,23

令

7,891 1,117

事

,002 1,117,

業

321 1,100,3

の

21 1,083,96

概

7
単位あたりコスト ①

要

千円/人 199.1 2

現

07.9 221.9 2

在

05.2 210.5 2

の

12.7 214.9
（

状

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

況

)の対象指標）② 千円

と

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

この事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

による環境変化 □ ある

業

に伴い、目的を見直す

名

（目
その理由

的の追加

N

・拡充又は絞込）

必要

o

はありませんか？ ■ な

.

い

有
効
性

児童出生時や

2

転入時等に対象者へ滞

0

りなく案内しており、

1

対象者全てに支給が
今

児

以上に事業の成果を向

童

上
できている。

させる

手

方法を記入して下さ

い

当

。 内　容
※(3)の成

支

果指標を向上させる

　

給

ことはできますか？

適

事

切に支給している。
目

務

的達成状況 内　容

□民

２

間への一部委託 □民間

評

への全部委託
市関与の

価

必要性 □指定管理 □補

　

助金・負担金助成 ■市

Ｃ

の直営
内　容

　（実施

Ｈ

手法） 法定受託事務で

Ｅ

あるため。

効
率
性

法定

Ｃ

受託事務であるため、

Ｋ

統廃合はできない。
事

目

務事業の統廃合により

的

、

事業の効率化を図り

妥

、成果
内　容

を向上さ

当

せる方法を記入し

て下

性

さい。

わかりやすい案

こ

内チラシやホームペー

の

ジの作成により、問い

事

合わせによる対応
現状

業

より事業費・人件費を

の

時間を削減することが

必

できる。
削減する方法

要

を記入して下

さい。（

性

仕様の変更、外部 内　

は

容
委託、従事時間の削

薄

減等は

できないか？)

れ

公
平
性

受益者に負担を

て

強いる事業ではない。

得

□ ある ■ 現状で適正
受

ら

益者負担はありますか

れ

？

また、受益者負担割

て

合は適 ■ ない □ 検討が

い

必要 内　容
正ですか？

る

□ 受益者がいない

３
改

い

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

ま

Ｎ

なし なし
事業実施上

せ

の課題、住
民・議会等

ん

からの意見 意　見 対応

か

策
と対応策

児童手当認

。

定請求の受理及び審査

十

後 なし
R3年度の事業

分

計画は前 変　更
、手当

な

支給。
年度から変更・

成

追加は 前年度 ・
各種変

果

更等届出による支給額

が

等の変
あるか 追　加

更

理

。

今後の事業・コスト

　

・成果の方向性 今後の

由

事業の方向性、改革・

得

改善案
※今年度からの

ら

具体的な事業の進め方

れ

、手段の見直し等、各

て

方向性の内容

　　　　

い

　　　　　□　拡大 な

ま

し
　　　　　　　　　

す

□　改善
　　　　　　

か

　　　■　現状維持
　

？

　　　　　　　　□　

得

縮小
　　　　　　　　

ら

　□　統合
　　　　　

れ

　　　　□　完了
　　

て

　　　　　　　□　廃

い

止・休止
コストの方向

な

性
　　　　　　　　　

い

→　維持
成果の方向性

事

　　　　　　　　　→

業

　維持

2

進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 201 児童手当支給事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童手当法に基づく支給事務であり、適切に行われている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

児童手当法に規定された対象であり、見直すことはできない。
事業進展等による環境変化

様

□ ある
に伴い、対象を

式

見直す（拡
その理由

大

1

・縮小）必要はありま

-

せ
■ ない

んか？

児童手

2

当法に基づく支給事務

事

であり、見直すことは

務

できない。
事業進展等



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 211 予防接種事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和23年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 予防接種法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

予防接種法に基づく、定期予防接種(A類疾病・B類疾 平成26年度より、A類疾病の愛知県広域化予防接種、
病）及び任意予防接種（市独自の助成事業）を実施し 里帰り等の還付、水痘及び高齢者肺炎球菌ワクチンの
ている。 定期予防接種の開始。
 平成27年度より、任意予防接種事業の開始。
「ＳＤＧｓの取り組み：3」 平成28年度より、B類疾病の愛知県広域予防接種の開

始、同年10月よりB型肝炎ワクチンの定期予防接種を
開始。
平成31年度より、風しん第5期の開始。
令和3年3月から令和4年2月までに新型コロナワクチン

令

接種。
定期予防接種で

和

は接種券を発送し、個

 

別医療機関で実施。接

3

種機会の拡大として、

年

R2年度に実施した具

度

体的な 申請により県内

（

の協力医療機関で接種

2

できる広域化予防接種

年

や寄留地依頼ができな

度

事業の方法、手順、指

実

標に対す い場合に接種

施

費用の還付を実施。
る

分

成果等

事務事業を取り

）

巻く状況は過去と比べ

事

変化しているか (1)

務

活動指標（事務事業の

事

活動量を表す指標）

予

業

防接種法に基づく対象

目

年齢やワクチンの変更

的

、それに伴 名称 単位
う

評

行政措置の実施。 ① 個

価

別方式予防接種委託医

表

療機関数 箇所
変 化

②

様

個別方式予防接種実施

式

期間 月
内 容

対象(こ

1

の事業の対象、範囲と

-

なる人、物) (2)対

1

象指標（対象の大きさ

記

を表す指標）

予防接種

入

の対象者 名称 単位
① 予

日

防接種対象者(接種券

令

発送数) 人
②

目的(こ

和

の事業によって上記対

0

象をどのような状態に

3

したいのか) (3)成

年

果指標（目的の達成度

1

を示す指標）

対象期間

2

内に予防接種を受けて

月

もらう 名称 単位
① 麻し

0

ん・風しん予防接種率

8

％
② ＢＣＧ接種率 ％

結

日

果(上位基本事業の意

１

図) (4)結果の成果

事

指標（上位基本事業の

務

成果指標）

健康に暮ら

事

してもらう 名称 単位
①

業

予防接種件数 件
② 健康

の

診査受診者数 人

事務事

現

業の各種指標の実績と

状

見込及び目標

H31年

　

度 R2年度 R2年度 R

Ｐ

3年度 R4年度 R5年

Ｌ

度 R6年度
指標 ＼ 

Ａ

年度 単位
実績値 計画値

Ｎ

実績値 計画値 目標値 目

及

標値 目標値
(1)の ①

び

箇所 153 153 15

Ｄ

3 153 153 153

Ｏ

153
活動指標 ② 月 1

事

2 12 12 12 12 1

務

2 12
(2)の ① 人 1

事

5,161 15,10

業

0 14,803 15,

名

000 15,000 1

N

5,000 15,00

o

0
対象指標 ②
(3)の

.

① ％ 97.4 97.5

2

95.2 97.6 97

1

.7 97.8 97.8

1

成果指標 ② ％ 100.

予

6 100 106.7 1

防

00 100 100 10

接

0
(4)の結果の ① 件

種

23,187 23,1

事

00 23,795 23

業

,100 23,100

政

23,100 23,1

策

00
成果指標 ② 人 14

こ

,759 14,700

の

13,055 14,7

事

50 14,800 14

務

,850 14,880

事

予算費目 会計 01 一

業

般会計 款 04 項 01 目

施

02

コスト 年度 H31

策

年度 R2年度 R2年度

の

R3年度 R4年度 R5

位

年度 R6年度
実績値 計

置

画値 実績値 計画値 目標

基

値 目標値 目標値
事業費

本

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 205,414 2

業

50,486 246,

主

551 474,916

管

239,891 239

課

,891 239,89

名

1

財
源
内
訳

 国庫支出

課

金 千円 8,173 13

長

,070 17,977

名

226,944 0 0 0

こ

 県支出金 千円 63 4

の

5 12,500 45 4

事

5 45 45
 地方債 千

務

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 一般財源 千円 19

の

7,178 237,3

開

71 216,074 2

始

47,927 239,

時

846 239,846

期

239,846
人件費

事

Ｂ 千円 11,976.

務

6 14,380.4 1

区

4,646.6 24,

分

788.6 14,64

法

6.6 14,646.

定

6 14,646.6
正

受

職員従事時間×人数 時

託

間×人 3,005× 1

事

3,595× 1 4,1

務

55× 1 6,730×

自

1 4,155× 1 4,

治

155× 1 4,155

事

× 1
正職員以外の人件

務

費 千円 2,000 2,

こ

445 852 2,44

の

5 852 852 852

事

その他の費用Ｃ 千円 9

務

16 916 1,444

事

7,904 916 91

業

6 916
トータルコス

の

トA+B+C 千円 21

根

8,306.6 265

拠

,782.4 262,

法

641.6 507,6

令

08.6 255,45

事

3.6 255,453

業

.6 255,453.

の

6
単位あたりコスト ①

概

千円/人 14.4 17

要

.6 17.7 33.8

現

17 17 17
（ﾄｰﾀ

在

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

の

象指標）② 千円/ 0 0

状

0 0 0 0 0

1

況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

業内容を鑑みると、環

業

境変化に伴って目的は

名

左右されないため、見

N

事業進展等による環境

o

変化 □ ある
直しは必要

.

ないものとする。
に伴

2

い、目的を見直す（目

1

その理由
的の追加・拡

1

充又は絞込）

必要はあ

予

りませんか？ ■ ない

有

防

効
性

未接種者への受診

接

勧奨の強化
今以上に事

種

業の成果を向上

させる

事

方法を記入して下さ

い

業

。 内　容
※(3)の成

２

果指標を向上させる

　

評

ことはできますか？

計

価

画通り実施できた
目的

　

達成状況 内　容

□民間

Ｃ

への一部委託 □民間へ

Ｈ

の全部委託
市関与の必

Ｅ

要性 □指定管理 □補助

Ｃ

金・負担金助成 ■市の

Ｋ

直営
内　容

　（実施手

目

法） 市の直営で実施す

的

るべき事業

効
率
性

事務

妥

の効率性を鑑みると、

当

統合は適さない。
事務

性

事業の統廃合により、

こ

事業の効率化を図り、

の

成果
内　容

を向上させ

事

る方法を記入し

て下さ

業

い。

事務内容を鑑みる

の

と、削減は難しい。
現

必

状より事業費・人件費

要

を

削減する方法を記入

性

して下

さい。（仕様の

は

変更、外部 内　容
委託

薄

、従事時間の削減等は

れ

できないか？)

公
平
性

て

近隣市町と同水準
■ あ

得

る ■ 現状で適正
受益者

ら

負担はありますか？

ま

れ

た、受益者負担割合は

て

適 □ ない □ 検討が必要

い

内　容
正ですか？

□ 受

る

益者がいない

３
改
革
改

い

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

未

ま

接種者への接種勧奨 接

せ

種機会の案内を充実さ

ん

せる
事業実施上の課題

か

、住
民・議会等からの

。

意見 意　見 対応策
と対

十

応策

予防接種法に基づ

分

く、定期予防接種 新型

な

コロナワクチン接種事

成

業の実施
R3年度の事

果

業計画は前 変　更
(A

が

類疾病・B類疾病）及

理

び任意予 。
年度から変

　

更・追加は 前年度 ・
防

由

接種（市独自の助成事

得

業）の実施
あるか 追　

ら

加

今後の事業・コスト

れ

・成果の方向性 今後の

て

事業の方向性、改革・

い

改善案
※今年度からの

ま

具体的な事業の進め方

す

、手段の見直し等、各

か

方向性の内容

　　　　

？

　　　　　□　拡大 予

得

防接種法の改正により

ら

、新型コロナワクチン

れ

に係る
　　　　　　　

て

　　□　改善 特例的な

い

臨時接種を実施する必

な

要があることから、事

い

　　　　　　　　　■

事

　現状維持 業の増大が

業

見込まれる。
　　　　

進

　　　　　□　縮小 高

展

齢化に伴い、インフル

等

エンザの被接種者数の

に

増大が
　　　　　　　

よ

　　□　統合 見込まれ

る

る。
　　　　　　　　

環

　□　完了 平成31年

境

度から３年間の時限措

変

置として実施している

化

　　　　　　　　　□

あ

　廃止・休止 、風しん

る

第5期（成人男性）に

に

よる事業増大が見込ま

伴

コストの方向性 れる。

い

　　　　　　　　　↓

、

　減少
成果の方向性
　

対

　　　　　　　　→　

象

維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 211 予防接種事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づく予防接種を受けるよう推進し、疾病予防すること
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

で市民が健やかな生活を送ることができる
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右さ

様

れないため、
事業進展

式

等による環境変化
□ あ

1

る 見直しは必要ないも

-

のとする。
に伴い、対

2

象を見直す（拡
その理

事

由
大・縮小）必要はあ

務

りませ
■ ない

んか？

事



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 219 妊産婦・乳児健康診査事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成9年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 母子保健法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

母子健康手帳交付時に、妊婦・産婦健康診査受診票・ 母子保健法第13条に基づき、母子健康手帳交付時に、
乳児健康診査受診票及び妊婦・産婦歯科健康診査受診 妊婦健康診査受診票（14回分）子宮頸がん、産婦健康
票を交付し、妊産婦・乳児の健康保持及び異常の早期 診査受診票(2回分)、乳児健康診査受診票（2回分）、
発見・早期治療を図る。 新生児聴覚検査受診票、妊婦・産婦歯科健康診査受診
 票の計22枚を交付し、各対象者の医療機関での健康診
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 査を公費負担する。また

令

、母子保健法に基づく

和

事業で
あり、全ての妊

 

産婦及び乳児が健康診

3

査を受診し、異
常の早

年

期発見・治療がされる

度

よう援助することと、

（

少
子化対策が目的で実

2

施している。

母子健康

年

手帳交付時に、妊婦健

度

康診査受診票（14回

実

分）子宮頸がん検診、

施

乳児健康
R2年度に実

分

施した具体的な 診査受

）

診票（2回分）、新生

事

児聴覚検査受診票、産

務

婦健康診査受診票、妊

事

婦・産婦
事業の方法、

業

手順、指標に対す 歯科

目

健康診査受診票の計2

的

1枚を交付し、各対象

評

者の医療機関での健康

価

診査を公
る成果等 費負

表

担する。

事務事業を取

様

り巻く状況は過去と比

式

べ変化しているか (1

1

)活動指標（事務事業

-

の活動量を表す指標）

1

国からの通知で、妊婦

記

健康診査の公費負担回

入

数を増やし、 名称 単位

日

内容の充実を図ってい

令

る。 ① 妊婦健康診査受

和

診者数 人
変 化

② 乳児

0

健康診査受診者数 人
内

3

 容

対象(この事業の

年

対象、範囲となる人、

1

物) (2)対象指標（

2

対象の大きさを表す指

月

標）

住民票登録のある

0

妊婦及び住民票登録の

8

ある生後１歳未満の乳

日

児 名称 単位
① 妊婦健康

１

診査対象者数 人
② 乳児

事

健康診査対象者数 人

目

務

的(この事業によって

事

上記対象をどのような

業

状態にしたいのか) (

の

3)成果指標（目的の

現

達成度を示す指標）

妊

状

娠経過、健康状態の確

　

認及び乳児の健康状態

Ｐ

、発育・発達状況 名称

Ｌ

単位
を確認し、異常の

Ａ

早期発見・治療につな

Ｎ

げる ① 妊婦健康診査受

及

診率 ％
② 乳児健康診査

び

受診率 ％

結果(上位基

Ｄ

本事業の意図) (4)

Ｏ

結果の成果指標（上位

事

基本事業の成果指標）

務

健康に暮らしてもらう

事

名称 単位
① 一人当たり

業

の健診回数 回
②

事務事

名

業の各種指標の実績と

N

見込及び目標

H31年

o

度 R2年度 R2年度 R

.

3年度 R4年度 R5年

2

度 R6年度
指標 ＼ 

1

年度 単位
実績値 計画値

9

実績値 計画値 目標値 目

妊

標値 目標値
(1)の ①

産

人 7,650 7,17

婦

5 5,924 7,16

・

0 7,160 7,16

乳

0 7,160
活動指標

児

② 人 932 832 65

健

4 848 848 848

康

848
(2)の ① 人 7

診

,266 7,420 7

査

,112 7,420 7

事

,420 7,420 7

業

,420
対象指標 ② 人

政

1,156 1,060

策

1,060 1,100

こ

1,100 1,100

の

1,100
(3)の ①

事

％ 105.3 96.7

務

83.3 96.5 96

事

.5 96.5 96.5

業

成果指標 ② ％ 80.6

施

78.5 61.7 78

策

.5 78.5 78.5

の

78.5
(4)の結果

位

の ① 回 14.7 13.

置

5 11.4 13.5 1

基

3.5 13.5 13.

本

5
成果指標 ②

予算費目

事

会計 01 一般会計 款

業

04 項 01 目 03

コス

主

ト 年度 H31年度 R2

管

年度 R2年度 R3年度

課

R4年度 R5年度 R6

名

年度
実績値 計画値 実績

課

値 計画値 目標値 目標値

長

目標値
事業費(決算又

名

は予算額)Ａ 単位 79

こ

,801 84,586

の

61,724 85,5

事

68 83,283 83

務

,283 83,283

事

財
源
内
訳

 国庫支出金

業

千円 1,179 2,8

の

82 1,337 3,1

開

00 3,100 3,1

始

00 3,100
 県支

時

出金 千円 0 0 0 0 0 0

期

0
 地方債 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 その他 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
 一般

区

財源 千円 78,622

分

81,704 60,3

法

87 82,468 80

定

,183 80,183

受

80,183
人件費Ｂ

託

千円 5,895.8 5

事

,808.8 7,40

務

9 8,537.8 8,

自

537.8 8,537

治

.8 8,537.8
正

事

職員従事時間×人数 時

務

間×人 1,440× 1

こ

1,340× 1 1,9

の

75× 1 2,315×

事

1 2,315× 1 2,

務

315× 1 2,315

事

× 1
正職員以外の人件

業

費 千円 1,115 1,

の

360 852 852 8

根

52 852 852
その

拠

他の費用Ｃ 千円 407

法

407 404 404 4

令

04 404 404
トー

事

タルコストA+B+C

業

千円 86,103.8

の

90,801.8 69

概

,537 94,509

要

.8 92,224.8

現

92,224.8 92

在

,224.8
単位あた

の

りコスト ① 千円/人 1

状

1.9 12.2 9.8

況

12.7 12.4 12

と

.4 12.4
（ﾄｰﾀ

こ

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

の

象指標）② 千円/人 7

事

4.5 85.7 65.

務

6 85.9 83.8 8

事

3.8 83.8

1

業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

境変化に伴って目的は

業

左右されないため、見

名

事業進展等による環境

N

変化 □ ある
直しは必要

o

ないものとする。
に伴

.

い、目的を見直す（目

2

その理由
的の追加・拡

1

充又は絞込）

必要はあ

9

りませんか？ ■ ない

有

妊

効
性

母子健康手帳交付

産

から産後１年までの間

婦

、様々な健診や教室で

・

受診勧奨及び健
今以上

乳

に事業の成果を向上
康

児

診査の必要性を周知し

健

、受診率の向上を図る

康

させる方法を記入して

診

下さ

い。 内　容
※(3

査

)の成果指標を向上さ

事

せる

　ことはできます

業

か？

計画どおり実施で

２

きた
目的達成状況 内　

評

容

□民間への一部委託

価

□民間への全部委託
市

　

関与の必要性 □指定管

Ｃ

理 □補助金・負担金助

Ｈ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｅ

（実施手法） 市の直営

Ｃ

で実施するべき事業

効

Ｋ

率
性

事務の効率性を鑑

目

みると、統合は適さな

的

い。
事務事業の統廃合

妥

により、

事業の効率化

当

を図り、成果
内　容

を

性

向上させる方法を記入

こ

し

て下さい。

健康診査

の

結果票の入力を外部委

事

託する
現状より事業費

業

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

必

（仕様の変更、外部 内

要

　容
委託、従事時間の

性

削減等は

できないか？

は

)

公
平
性

少子化対策の

薄

一環として、安心して

れ

妊娠、出産、
□ ある ■

て

現状で適正
受益者負担

得

はありますか？ 子育て

ら

ができるよう妊婦健診

れ

等に係る費用を公費
ま

て

た、受益者負担割合は

い

適 ■ ない □ 検討が必要

る

内　容 負担する
正です

い

か？
□ 受益者がいない

ま

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

せ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

乳児健康診査受

ん

診票を3回にする要 他

か

市町村の助成状況、愛

。

知県医師会
事業実施上

十

の課題、住 望あり。 の

分

要望に合わせていく。

な

民・議会等からの意見

成

意　見 対応策
と対応策

果

妊婦・産婦健康診査受

が

診票・乳児健 乳児健康

理

診査受診票の使用期限

　

を1
R3年度の事業計

由

画は前 変　更
康診査受

得

診票及び妊婦・産婦歯

ら

科健 歳から1歳1ヶ月

れ

までに延長。
年度から

て

変更・追加は 前年度 ・

い

康診査受診票を交付し

ま

、健診を受診
あるか 追

す

　加
してもらう。

今後

か

の事業・コスト・成果

？

の方向性 今後の事業の

得

方向性、改革・改善案

ら

※今年度からの具体的

れ

な事業の進め方、手段

て

の見直し等、各方向性

い

の内容

　　　　　　　

な

　　□　拡大 誰もが安

い

心して妊娠・出産・子

事

育てできる環境を整備

業

　　　　　　　　　□

進

　改善 するために、事

展

業の拡大を検討する。

等

　　　　　　　　　■

に

　現状維持
　　　　　

よ

　　　　□　縮小
　　

る

　　　　　　　□　統

環

合
　　　　　　　　　

境

□　完了
　　　　　　

変

　　　□　廃止・休止

化

コストの方向性
　　　

あ

　　　　　　→　維持

る

成果の方向性
　　　　

に

　　　　　→　維持

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 219 妊産婦・乳児健康診査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

少子化対策の一環として、安心して妊娠、出産、子育てがで
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

きるよう妊婦健診等に係る費用を公費負担する
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

妊婦健診で国の示す全て

様

の健診項目を実施する

式

事業進展等による環境

1

変化
■ ある

に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
□ ない

んか？

事

務

業内容を鑑みると、環



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 220 乳幼児健康診査事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和40年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 母子保健法第12条・13条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

未就学児に対し健康診査を実施し、病気の早期発見・ 母子保健法第12条・13条に基づき、3歳健診は昭和63
治療（療育）につなげる。児の発達育児の専門的な助 年、3・4ヶ月健診は昭和40年、1歳6か月・歯科健診・
言の場ととらえ、医師・歯科医師・保健師・歯科衛生 乳幼児健診は昭和43年から実施。
士・管理栄養士に加え、保育士・心理相談員を配置し
実施する。健診の結果、要経過観察となった児に対し
、適切な事後指導につなげる。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：17」

3・4か月児健診・1歳6

令

か月児健診・3歳児健

和

診は事前に通知し予約

 

制で月２～３回
R2年

3

度に実施した具体的な

年

実施、歯科健診は未就

度

学児に対して予約制で

（

月１回実施、乳幼児健

2

診は各健診・相
事業の

年

方法、手順、指標に対

度

す 談における要観察児

実

に対して予約制で月１

施

回実施した。新型コロ

分

ナウイルスの感染
る成

）

果等 拡大予防のため、

事

4月～6月は一部健診

務

を休止し、7月以降に

事

健診回数を増やして実

業

施した。

事務事業を取

目

り巻く状況は過去と比

的

べ変化しているか (1

評

)活動指標（事務事業

価

の活動量を表す指標）

表

病気の早期発見・療育

様

に加え、育児相談・家

式

族支援の場と 名称 単位

1

しての機能が高まって

-

いる ① 乳幼児健診受診

1

者数 人
変 化

② 歯科健

記

診対象者数 人
内 容

対

入

象(この事業の対象、

日

範囲となる人、物) (

令

2)対象指標（対象の

和

大きさを表す指標）

生

0

後3・4か月、1歳6

3

ヶ月、3歳児 名称 単位

年

未就学児 ① 乳幼児健診

1

対象者数 人
 ② 歯科健

2

診対象者数 人

目的(こ

月

の事業によって上記対

0

象をどのような状態に

8

したいのか) (3)成

日

果指標（目的の達成度

１

を示す指標）

病気や発

事

達障害の疑いのある子

務

どもを早期発見する 名

事

称 単位
 ① 健診の要フ

業

ォロー児数 人
② 歯科健

の

診のむし歯有病者率 ％

現

結果(上位基本事業の

状

意図) (4)結果の成

　

果指標（上位基本事業

Ｐ

の成果指標）

健康に暮

Ｌ

らしてもらう 名称 単位

Ａ

① 予防接種件数及び健

Ｎ

診受診件数 件
②

事務事

及

業の各種指標の実績と

び

見込及び目標

H31年

Ｄ

度 R2年度 R2年度 R

Ｏ

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度
指標 ＼ 

務

年度 単位
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

業

標値 目標値
(1)の ①

名

人 1,893 2,02

N

0 1,970 1,90

o

0 1,900 1,90

.

0 1,900
活動指標

2

② 人 207 200 63

2

200 200 200 2

0

00
(2)の ① 人 1,

乳

968 2,126 1,

幼

815 2,110 2,

児

110 2,110 2,

健

110
対象指標 ② 人 3

康

,683 3,600 3

診

,544 3,600 3

査

,600 3,600 3

事

,600
(3)の ① 人

業

460 516 575 5

政

20 520 520 52

策

0
成果指標 ② ％ 0.9

こ

0.8 0 0.8 0.8

の

0.8 0.8
(4)の

事

結果の ① 件 16,88

務

7 21,600 25,

事

077 27,000 2

業

7,000 27,00

施

0 27,000
成果指

策

標 ②
予算費目 会計 01

の

 一般会計 款 04 項 0

位

1 目 03

コスト 年度 H

置

31年度 R2年度 R2

基

年度 R3年度 R4年度

本

R5年度 R6年度
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

業

目標値 目標値 目標値
事

主

業費(決算又は予算額

管

)Ａ 単位 11,521

課

17,355 16,5

名

31 18,724 15

課

,803 15,782

長

15,764

財
源
内
訳

名

 国庫支出金 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 県支出金

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
 その他 千円 15

事

4 165 19 159 1

業

59 159 159
 一

の

般財源 千円 11,36

開

7 17,190 16,

始

512 18,565 1

時

5,644 15,62

期

3 15,605
人件費

事

Ｂ 千円 12,978 1

務

2,936.2 14,

区

138 15,266.

分

8 15,266.8 1

法

5,266.8 15,

定

266.8
正職員従事

受

時間×人数 時間×人 3

託

,397× 1 3,28

事

2× 1 2,150× 1

務

2,490× 1 2,4

自

90× 1 2,490×

治

1 2,490× 1
正職

事

員以外の人件費 千円 1

務

,700 2,040 7

こ

,000 7,000 7

の

,000 7,000 7

事

,000
その他の費用

務

Ｃ 千円 407 407 4

事

04 40 404 404

業

404
トータルコスト

の

A+B+C 千円 24,

根

906 30,698.

拠

2 31,073 34,

法

030.8 31,47

令

3.8 31,452.

事

8 31,434.8
単

業

位あたりコスト ① 千円

の

/人 12.7 14.4

概

17.1 16.1 14

要

.9 14.9 14.9

現

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

在

2)の対象指標）② 千

の

円/人 6.8 8.5 8

状

.8 9.5 8.7 8.

況

7 8.7

1

とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

はありませ
■ ない

んか

業

？

事業内容を鑑みると

名

、環境変化に伴って目

N

的は左右されないため

o

、見
事業進展等による

.

環境変化 □ ある
直しは

2

必要ないものとする。

2

に伴い、目的を見直す

0

（目
その理由

的の追加

乳

・拡充又は絞込）

必要

幼

はありませんか？ ■ な

児

い

有
効
性

関係機関や他

健

課との連携により、発

康

達障害児への早期療育

診

や継続支援の充実を
今

査

以上に事業の成果を向

事

上
図る。

させる方法を

業

記入して下さ

い。 内　

２

容
※(3)の成果指標

評

を向上させる

　ことは

価

できますか？

計画通り

　

実施できた
目的達成状

Ｃ

況 内　容

□民間への一

Ｈ

部委託 □民間への全部

Ｅ

委託
市関与の必要性 □

Ｃ

指定管理 □補助金・負

Ｋ

担金助成 ■市の直営
内

目

　容
　（実施手法） 市

的

の直営で実施するべき

妥

事業

効
率
性

事務の効率

当

性を鑑みると、統合は

性

適さない。
事務事業の

こ

統廃合により、

事業の

の

効率化を図り、成果
内

事

　容
を向上させる方法

業

を記入し

て下さい。

事

の

務内容を鑑みると、削

必

減は難しい。
現状より

要

事業費・人件費を

削減

性

する方法を記入して下

は

さい。（仕様の変更、

薄

外部 内　容
委託、従事

れ

時間の削減等は

できな

て

いか？)

公
平
性

近隣市

得

町と同水準
■ ある ■ 現

ら

状で適正
受益者負担は

れ

ありますか？

また、受

て

益者負担割合は適 □ な

い

い □ 検討が必要 内　容

る

正ですか？
□ 受益者が

い

いない

３
改
革
改
善
案
　

ま

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

発達障害

せ

のある児や発育に問題

ん

のあ 適切な助言をする

か

ため、心理学的判
事業

。

実施上の課題、住 る児

十

の相談が増加している

分

定のできる専門職の常

な

勤配置を検討
民・議会

成

等からの意見 意　見 対

果

応策 する
と対応策

未就

が

学児に対し健康診査を

理

実施 新型コロナウイル

　

ス感染拡大予防の
R3

由

年度の事業計画は前 変

得

　更
ため、健診受付時

ら

間を細かく区切り
年度

れ

から変更・追加は 前年

て

度 ・
密を避けて引き続

い

き実施。
あるか 追　加

ま

今後の事業・コスト・

す

成果の方向性 今後の事

か

業の方向性、改革・改

？

善案
※今年度からの具

得

体的な事業の進め方、

ら

手段の見直し等、各方

れ

向性の内容

　　　　　

て

　　　　□　拡大 3・

い

4か月児健診・3歳児

な

健診は事前に通知し予

い

約制で
　　　　　　　

事

　　□　改善 月２回実

業

施、1歳6か月児健診

進

は事前に通知し予約制

展

で
　　　　　　　　　

等

■　現状維持 月２～３

に

回実施、歯科健診は未

よ

就学児に対して月１回

る

　　　　　　　　　□

環

　縮小 実施、乳幼児健

境

診は各健診・相談にお

変

ける要観察児に
　　　

化

　　　　　　□　統合

あ

対して予約制で月１回

る

実施する。
　　　　　

に

　　　　□　完了  
　

伴

　　　　　　　　□　

い

廃止・休止  
コストの

、

方向性
　　　　　　　

対

　　↓　減少
成果の方

象

向性
　　　　　　　　

を

　→　維持

2

見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 220 乳幼児健康診査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

母子保健法12、13条により市町村は厚生労働省令により健康
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

診査事業を行わなければならないと規定されている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境

様

変化に伴って対象は左

式

右されないため、
事業

1

進展等による環境変化

-

□ ある 見直しは必要な

2

いものとする。
に伴い

事

、対象を見直す（拡
そ

務

の理由
大・縮小）必要



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 221 発達支援教室事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和60年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 母子保健法第9条・発達障害者支援法第6条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

幼児健診等事後教室（名称：のびのび教室）としてス のびのび教室：保健センターで2歳までを対象にラッ
タッフ（保健師・心理相談員・保育士等）が、児の発 コグループ・パンダグループ、2歳1か月～未就園児ま
達や関わり方について保護者の相談に応じる。 でを対象にカンガルーグループをそれぞれ月1回開催
 。健診等で発達障害疑い児等の母子に教室を紹介。ス
「ＳＤＧｓの取り組み：3」 タッフ（保健師・心理相談員・保育士等）との相談や

集団での遊びを通して児の発達を促し、必要な

令

者に対
しては療育グル

和

ープの紹介などを行う

 

。

のびのび教室は2歳

3

までを対象にラッコ・

年

パンダグループ、2歳

度

1か月から未就園児
R

（

2年度に実施した具体

2

的な までを対象にカン

年

ガルーグループを月1

度

回ずつ・年36回実施

実

予定だったが、新型コ

施

事業の方法、手順、指

分

標に対す ロナウイルス

）

感染拡大予防のため令

事

和2年3月～9月まで

務

教室を中止とした。
る

事

成果等

事務事業を取り

業

巻く状況は過去と比べ

目

変化しているか (1)

的

活動指標（事務事業の

評

活動量を表す指標）

健

価

診等の事後に支援の必

表

要な児への相談内容が

様

多様化して 名称 単位
い

式

る。 ① のびのび教室参

1

加組数 組
変 化

②
内 

-

容

対象(この事業の対

1

象、範囲となる人、物

記

) (2)対象指標（対

入

象の大きさを表す指標

日

）

健康診査等で教室に

令

通うことが必要と認め

和

られた児と保護者 名称

0

単位
① 必要と認められ

3

た児と保護者 組
②

目的

年

(この事業によって上

1

記対象をどのような状

2

態にしたいのか) (3

月

)成果指標（目的の達

0

成度を示す指標）

発育

8

・発達に関する専門職

日

の相談支援を受ける。

１

名称 単位
① 母子健康相

事

談件 件
②

結果(上位基

務

本事業の意図) (4)

事

結果の成果指標（上位

業

基本事業の成果指標）

の

健康に暮らしてもらう

現

名称 単位
① 子どもの保

状

健事業参加者数 人
②

事

　

務事業の各種指標の実

Ｐ

績と見込及び目標

H3

Ｌ

1年度 R2年度 R2年

Ａ

度 R3年度 R4年度 R

Ｎ

5年度 R6年度
指標 

及

＼ 年度 単位
実績値 計

び

画値 実績値 計画値 目標

Ｄ

値 目標値 目標値
(1)

Ｏ

の ① 組 147 160 6

事

6 160 160 160

務

160
活動指標 ②
(2

事

)の ① 組 177 180

業

77 180 180 18

名

0 180
対象指標 ②
(

N

3)の ① 件 2,096

o

2,400 367 2,

.

500 2,500 2,

2

500 2,500
成果

2

指標 ②
(4)の結果の

1

① 人 2,012 2,1

発

00 2,033 2,2

達

00 2,200 2,2

支

00 2,200
成果指

援

標 ②
予算費目 会計 01

教

 一般会計 款 04 項 0

室

1 目 03

コスト 年度 H

事

31年度 R2年度 R2

業

年度 R3年度 R4年度

政

R5年度 R6年度
実績

策

値 計画値 実績値 計画値

こ

目標値 目標値 目標値
事

の

業費(決算又は予算額

事

)Ａ 単位 1,444 1

務

,924 626 1,9

事

13 2,588 2,2

業

38 2,154

財
源
内

施

訳

 国庫支出金 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 県支出

の

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

 地方債 千円 0 0 0 0

置

0 0 0
 その他 千円 0

基

0 0 0 0 0 0
 一般財

本

源 千円 1,444 1,

事

924 626 1,91

業

3 2,588 2,23

主

8 2,154
人件費Ｂ

管

千円 6,192.2 5

課

,984.8 3,80

名

6.8 3,740.4

課

3,740.4 3,7

長

40.4 3,740.

名

4
正職員従事時間×人

こ

数 時間×人 1,832

の

× 1 1,762× 1 8

事

90× 1 870× 1 8

務

70× 1 870× 1 8

事

70× 1
正職員以外の

業

人件費 千円 110 13

の

5 852 852 852

開

852 852
その他の

始

費用Ｃ 千円 163 16

時

3 162 162 162

期

162 162
トータル

事

コストA+B+C 千円

務

7,799.2 8,0

区

71.8 4,594.

分

8 5,815.4 6,

法

490.4 6,140

定

.4 6,056.4
単

受

位あたりコスト ① 千円

託

/組 44.1 44.8

事

59.7 32.3 36

務

.1 34.1 33.6

自

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

治

2)の対象指標）② 千

事

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

化に伴って目的は左右

業

されないため、見
事業

名

進展等による環境変化

N

□ ある
直しは必要ない

o

ものとする。
に伴い、

.

目的を見直す（目
その

2

理由
的の追加・拡充又

2

は絞込）

必要はありま

1

せんか？ ■ ない

有
効
性

発

子育て支援課との連携

達

により、内容の充実化

支

（教室・相談等、フォ

援

ロー方法の
今以上に事

教

業の成果を向上
充実）

室

させる方法を記入して

事

下さ

い。 内　容
※(3

業

)の成果指標を向上さ

２

せる

　ことはできます

評

か？

計画どおり実施で

価

きた
目的達成状況 内　

　

容

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｈ

関与の必要性 □指定管

Ｅ

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｋ

（実施手法） 市の直営

目

で実施するべき事業

効

的

率
性

事務の効率性を鑑

妥

みると、統合は適さな

当

い。
事務事業の統廃合

性

により、

事業の効率化

こ

を図り、成果
内　容

を

の

向上させる方法を記入

事

し

て下さい。

事務内容

業

を鑑みると、削減は難

の

しい。
現状より事業費

必

・人件費を

削減する方

要

法を記入して下

さい。

性

（仕様の変更、外部 内

は

　容
委託、従事時間の

薄

削減等は

できないか？

れ

)

公
平
性

早期の発達支

て

援のためには公費負担

得

が必要
□ ある ■ 現状で

ら

適正
受益者負担はあり

れ

ますか？

また、受益者

て

負担割合は適 ■ ない □

い

検討が必要 内　容
正で

る

すか？
□ 受益者がいな

い

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ま

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

育児不安・発

せ

達に関して、支援が必

ん

少人数又は個別で相談

か

に応じる体制
事業実施

。

上の課題、住 要な者へ

十

の相談内容が多様化し

分

てい の整備を検討する

な

。
民・議会等からの意

成

見 意　見 る。 対応策
と

果

対応策

幼児健診等事後

が

教室の実施 継続して実

理

施するため、前年度と

　

同
R3年度の事業計画

由

は前 変　更
様・同規模

得

で実施。新型コロナウ

ら

イ
年度から変更・追加

れ

は 前年度 ・
ルス感染拡

て

大予防のため定員を減

い

ら
あるか 追　加

して実

ま

施。

今後の事業・コス

す

ト・成果の方向性 今後

か

の事業の方向性、改革

？

・改善案
※今年度から

得

の具体的な事業の進め

ら

方、手段の見直し等、

れ

各方向性の内容

　　　

て

　　　　　　□　拡大

い

適正人数で教室運営と

な

相談に応じることがで

い

きるよう
　　　　　　

事

　　　□　改善 に環境

業

を整える。
　　　　　

進

　　　　■　現状維持

展

　　　　　　　　　□

等

　縮小
　　　　　　　

に

　　□　統合
　　　　

よ

　　　　　□　完了
　

る

　　　　　　　　□　

環

廃止・休止
コストの方

境

向性
　　　　　　　　

変

　↑　増加
成果の方向

化

性
　　　　　　　　　

あ

→　維持

2

る
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 221 発達支援教室事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市町村は知識の普及と早期の発達支援を講じなければならな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いため
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある 見

式

直しは必要ないものと

1

する。
に伴い、対象を

-

見直す（拡
その理由

大

2

・縮小）必要はありま

事

せ
■ ない

んか？

事業内

務

容を鑑みると、環境変



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 222 母子保健指導事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和40年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 母子保健法第9、10、11、14条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

月曜育児健康相談,出前育児相談（助産師相談併設）, 平成26年度、厚生労働省が妊娠期からの切れ目のない
すくすく教室、むし歯予防教室、わんぱく教室、こど 子育て支援を目指し「妊娠、出産包括支援モデル事業
もの料理教室、さくらんぼ（多胎交流支援）母乳育児 」を実施。妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の充実
相談（助産師相談）,子育て自主グループ支援（依頼 が求められている。
により実施）,健康教育（保育園,自主グループ等,小
中学校）,母子訪問指導事業(生後4か月児までの乳児

令

家庭全戸訪問時にあわ

和

せての絵本の配布事業

 

）等を通
し,子育て支

3

援および母子保健指導

年

事業を実施してい
る。

度

令和3年度よりパパマ

（

マ教室事業を統合。
「

2

ＳＤＧｓの取り組み：

年

17」
母子支援事業（

度

利用者支援事業、産前

実

・産後サポート事業、

施

産後ホームヘルプ事業

分

R2年度に実施した具

）

体的な ）、月曜育児健

事

康相談、出前育児相談

務

(助産師相談併設）、

事

育児相談、家庭訪問指

業

事業の方法、手順、指

目

標に対す 導事業、母子

的

支援事業等の実施
る成

評

果等

事務事業を取り巻

価

く状況は過去と比べ変

表

化しているか (1)活

様

動指標（事務事業の活

式

動量を表す指標）

安心

1

して妊娠・出産・子育

-

てできるよう、切れ目

1

のない支 名称 単位
援の

記

充実が求められている

入

。 ① 子育て支援事業の

日

開催回数 回
変 化

② 母

令

子保健家庭訪問指導延

和

べ人数 人
内 容

対象(

0

この事業の対象、範囲

3

となる人、物) (2)

年

対象指標（対象の大き

1

さを表す指標）

妊産婦

2

名称 単位
乳幼児から思

月

春期までの子どもを持

0

つ保護者 ① 母子健康手

8

帳交付者数 人
② 0歳か

日

ら16歳未満人数 人

目

１

的(この事業によって

事

上記対象をどのような

務

状態にしたいのか) (

事

3)成果指標（目的の

業

達成度を示す指標）

育

の

児不安に対する相談等

現

を妊娠中から実施し、

状

育児不安の軽減を 名称

　

単位
図る ① 子育て支援

Ｐ

事業の利用者数 人
②

結

Ｌ

果(上位基本事業の意

Ａ

図) (4)結果の成果

Ｎ

指標（上位基本事業の

及

成果指標）

健康に暮ら

び

してもらう 名称 単位
①

Ｄ

子どもの保健事業参加

Ｏ

者数 人
②

事務事業の各

事

種指標の実績と見込及

務

び目標

H31年度 R2

事

年度 R2年度 R3年度

業

R4年度 R5年度 R6

名

年度
指標 ＼ 年度 単

N

位
実績値 計画値 実績値

o

計画値 目標値 目標値 目

.

標値
(1)の ① 回 14

2

2 140 67 140 1

2

40 140 140
活動

2

指標 ② 人 517 520

母

548 600 600 6

子

00 600
(2)の ①

保

人 590 536 520

健

530 530 530 5

指

30
対象指標 ② 人 10

導

,383 10,027

事

10,027 9,81

業

1 9,757 9,51

政

7 9,476
(3)の

策

① 人 3,410 3,5

こ

00 2,666 3,5

の

00 3,500 3,5

事

00 3,500
成果指

務

標 ②
(4)の結果の ①

事

人 2,012 2,00

業

0 1,970 2,00

施

0 2,000 2,00

策

0 2,000
成果指標

の

②
予算費目 会計 01 

位

一般会計 款 04 項 01

置

目 03

コスト 年度 H3

基

1年度 R2年度 R2年

本

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

主

標値 目標値 目標値
事業

管

費(決算又は予算額)

課

Ａ 単位 13,351 1

名

0,651 5,615

課

8,868 9,387

長

9,387 9,387

名

財
源
内
訳

 国庫支出金

こ

千円 4,589 2,0

の

14 2,114 1,6

事

27 1,627 1,6

務

27 1,627
 県支

事

出金 千円 1,871 0

業

0 0 0 0 0
 地方債 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

開

の他 千円 94 796 3

始

8 232 234 234

時

234
 一般財源 千円

期

6,797 7,841

事

3,463 7,009

務

7,526 7,526

区

7,526
人件費Ｂ 千

分

円 14,813.9 1

法

4,676.7 10,

定

763.6 14,16

受

6.6 14,166.

託

6 14,166.6 1

事

4,166.6
正職員

務

従事時間×人数 時間×

自

人 3,709× 1 3,

治

499× 1 2,555

事

× 1 3,580× 1 3

務

,580× 1 3,58

こ

0× 1 3,580× 1

の

正職員以外の人件費 千

事

円 2,500 3,06

務

0 2,281 2,28

事

1 2,281 2,28

業

1 2,281
その他の

の

費用Ｃ 千円 814 81

根

4 838 838 838

拠

838 838
トータル

法

コストA+B+C 千円

令

28,978.9 26

事

,141.7 17,2

業

16.6 23,872

の

.6 24,391.6

概

24,391.6 24

要

,391.6
単位あた

現

りコスト ① 千円/人 4

在

9.1 48.8 33.

の

1 45 46 46 46
（

状

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

況

)の対象指標）② 千円

と

/人 2.8 2.6 1.

こ

7 2.4 2.5 2.6

の

2.6

1

事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

い
んか？

事業内容を鑑

業

みると、環境変化に伴

名

って目的は左右されな

N

いため、見
事業進展等

o

による環境変化 □ ある

.

直しは必要ないものと

2

する。
に伴い、目的を

2

見直す（目
その理由

的

2

の追加・拡充又は絞込

母

）

必要はありませんか

子

？ ■ ない

有
効
性

母子支

保

援事業（みよし市版ネ

健

ウボラ）を拡大し、関

指

係機関との連携
今以上

導

に事業の成果を向上
を

事

一層高めることで、産

業

前産後の支援を強化で

２

きる。
させる方法を記

評

入して下さ

い。 内　容

価

※(3)の成果指標を

　

向上させる

　ことはで

Ｃ

きますか？

計画どおり

Ｈ

実施できた
目的達成状

Ｅ

況 内　容

□民間への一

Ｃ

部委託 □民間への全部

Ｋ

委託
市関与の必要性 □

目

指定管理 □補助金・負

的

担金助成 ■市の直営
内

妥

　容
　（実施手法） 市

当

の直営で実施するべき

性

事業

効
率
性

事務の効率

こ

性を鑑みると、統合は

の

適さない。
事務事業の

事

統廃合により、

事業の

業

効率化を図り、成果
内

の

　容
を向上させる方法

必

を記入し

て下さい。

事

要

務内容を鑑みると、削

性

減は難しい。
現状より

は

事業費・人件費を

削減

薄

する方法を記入して下

れ

さい。（仕様の変更、

て

外部 内　容
委託、従事

得

時間の削減等は

できな

ら

いか？)

公
平
性

近隣市

れ

町と同水準
■ ある ■ 現

て

状で適正
受益者負担は

い

ありますか？

また、受

る

益者負担割合は適 □ な

い

い □ 検討が必要 内　容

ま

正ですか？
□ 受益者が

せ

いない

３
改
革
改
善
案
　

ん

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

母子が抱

か

える悩みや問題は多様

。

化し 保健師、助産師、

十

心理相談員等の専
事業

分

実施上の課題、住 育児

な

不安への支援が必要で

成

あるが、 門職種の人材

果

確保の方策を検討する

が

民・議会等からの意見

理

意　見 対応できる保健

　

師、助産師、心理相 対

由

応策 。
と対応策 談員等

得

の専門職種の人材確保

ら

が難し
くなってきてい

れ

る。
母子の社会的孤立

て

を予防し、安心し 継続

い

して実施するため、前

ま

年度と同
R3年度の事

す

業計画は前 変　更
て子

か

どもを生み育てるため

？

、地域で 様・同規模で

得

実施。
年度から変更・

ら

追加は 前年度 ・
子育て

れ

支援事業を実施
あるか

て

追　加

今後の事業・コ

い

スト・成果の方向性 今

な

後の事業の方向性、改

い

革・改善案
※今年度か

事

らの具体的な事業の進

業

め方、手段の見直し等

進

、各方向性の内容

　　

展

　　　　　　　□　拡

等

大 誰もが安心して妊娠

に

・出産・子育てできる

よ

環境を整備
　　　　　

る

　　　　□　改善 する

環

ために、母子支援事業

境

（みよし市版ネウボラ

変

)を
　　　　　　　　

化

　■　現状維持 展開し

あ

ていく。産前産後の支

る

援を充実させる上で、

に

助
　　　　　　　　　

伴

□　縮小 産師、保健師

い

等の専門職種の確保や

、

子育て情報の見直
　　

対

　　　　　　　□　統

象

合 し等が必要であり、

を

事業費の拡大が見込ま

見

れる。
　　　　　　　

直

　　□　完了 妊産婦の

す

通院等における移動負

（

担の軽減を図るため、

拡

　　　　　　　　　□

そ

　廃止・休止 事業を整

の

備していく。
コストの

理

方向性
　　　　　　　

由

　　→　維持
成果の方

大

向性
　　　　　　　　

・

　→　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 222 母子保健指導事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

母子保健の向上に関する措置として知識の普及、保健指導、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

新生児の訪問指導等を行わなければならない
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対

様

象は左右されないため

式

、
事業進展等による環

1

境変化
□ ある 見直しは

-

必要ないものとする。

2

に伴い、対象を見直す

事

（拡
その理由

大・縮小

務

）必要はありませ
■ な



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 223 パパママ教室事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和37年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 母子保健法第９条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

正しい知識や適切な情報・助言により、健全な妊娠・ パパママ教室は、２回コース（１回目前期（マタニテ
分娩・産褥・育児が図られるよう支援する。加えて、 ィ）コース・２回目後期（沐浴）コース）で全コース
父性育成、妊婦のコミュニケーションを図ることで、 予約制。
夫婦で安心して妊娠・出産・育児が迎えられることを 周知方法は、広報・ホームページ・保健センター窓口
目的に教室を実施する。 にちらし設置・母子健康手帳交付時に案内を配布。
令和３年度より母子保健指導事業に統合したため廃止 内容は、助産師・

令

保健師・管理栄養士、

和

歯科衛生士に
。 よる講

 

話や実習、体験育児を

3

行っている。
「ＳＤＧ

年

ｓの取り組み：17」

度

母子保健法第9条に基

（

づき、実施。

パパママ

2

教室は、コロナウイル

年

ス感染拡大予防のため

度

４月～９月は中止、１

実

０月～
R2年度に実施

施

した具体的な ３月は内

分

容の修正、定員を減ら

）

し実施した。周知方法

事

は、広報・ホームペー

務

ジ・保
事業の方法、手

事

順、指標に対す 健セン

業

ター窓口に
る成果等 ち

目

らし設置・母子健康手

的

帳交付時に案内を配布

評

。内容は、助産師・保

価

健師による講
話や実習

表

、体験育児を行った。

様

事務事業を取り巻く状

式

況は過去と比べ変化し

1

ているか (1)活動指

-

標（事務事業の活動量

1

を表す指標）

夫婦共働

記

きの増加に伴い父親の

入

育児参加も増えてきて

日

いる 名称 単位
① パパマ

令

マ教室実施回数 回
変 

和

化
② パパママ教室受講

0

者数 人
内 容

対象(こ

3

の事業の対象、範囲と

年

なる人、物) (2)対

1

象指標（対象の大きさ

2

を表す指標）

初妊婦及

月

び配偶者 名称 単位
① 初

0

妊婦数及び配偶者数 人

8

②
目的(この事業によ

日

って上記対象をどのよ

１

うな状態にしたいのか

事

) (3)成果指標（目

務

的の達成度を示す指標

事

）

妊娠・出産・育児に

業

関する情報交換や知識

の

を得る 名称 単位
父親の

現

役割を理解し、父性育

状

成ができる ① 育児につ

　

いて相談相手のいる母

Ｐ

親の割合 ％
② 育児参加

Ｌ

意欲が高まった夫の割

Ａ

合 ％

結果(上位基本事

Ｎ

業の意図) (4)結果

及

の成果指標（上位基本

び

事業の成果指標）

安心

Ｄ

して子育てしてもらう

Ｏ

名称 単位
① 子育てに関

事

する相談件数 件
②

事務

務

事業の各種指標の実績

事

と見込及び目標

H31

業

年度 R2年度 R2年度

名

R3年度 R4年度 R5

N

年度 R6年度
指標 ＼

o

 年度 単位
実績値 計画

.

値 実績値 計画値 目標値

2

目標値 目標値
(1)の

2

① 回 11 10 5
活動指

3

標 ② 人 174 180 6

パ

3
(2)の ① 人 422

パ

430 458
対象指標

マ

②
(3)の ① ％ 97.

マ

4 99 96.9
成果指

教

標 ② ％ 93.8 95 9

室

4
(4)の結果の ① 件

事

2,096 2,100

業

2,112
成果指標 ②

政

予算費目 会計 01 一

策

般会計 款 04 項 01 目

こ

03

コスト 年度 H31

の

年度 R2年度 R2年度

事

R3年度 R4年度 R5

務

年度 R6年度
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

業

値 目標値 目標値
事業費

施

(決算又は予算額)Ａ

策

単位 112 314 27

の

2 0 0 0 0

財
源
内
訳

 

位

国庫支出金 千円 0 0 0

置

0 0 0 0
 県支出金 千

基

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

本

方債 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 その他 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 一般財源 千

主

円 112 314 272

管

0 0 0 0
人件費Ｂ 千円

課

1,048 1,147

名

.6 1,776.2 0

課

0 0 0
正職員従事時間

長

×人数 時間×人 275

名

× 1 305× 1 535

こ

× 1 0× 0 0× 0 0×

の

0 0× 0
正職員以外の

事

人件費 千円 135 13

務

5 0 0 0 0 0
その他の

事

費用Ｃ 千円 102 10

業

2 30 0 0 0 0
トータ

の

ルコストA+B+C 千

開

円 1,262 1,56

始

3.6 2,078.2

時

0 0 0 0
単位あたりコ

期

スト ① 千円/人 3 3.

事

6 4.5 0 0 0 0
（ﾄ

務

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

区

の対象指標）② 千円/

分

0 0 0 0 0 0 0

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

伴って目的は左右され

業

ないため、見
事業進展

名

等による環境変化 □ あ

N

る
直しは必要ないもの

o

とする。
に伴い、目的

.

を見直す（目
その理由

2

的の追加・拡充又は絞

2

込）

必要はありません

3

か？ ■ ない

有
効
性

教室

パ

の周知を行い、教室の

パ

内容を充実させる。
今

マ

以上に事業の成果を向

マ

上

させる方法を記入し

教

て下さ

い。 内　容
※(

室

3)の成果指標を向上

事

させる

　ことはできま

業

すか？

計画どおり実施

２

できた
目的達成状況 内

評

　容

□民間への一部委

価

託 □民間への全部委託

　

市関与の必要性 □指定

Ｃ

管理 □補助金・負担金

Ｈ

助成 ■市の直営
内　容

Ｅ

　（実施手法） 市の直

Ｃ

営で実施するべき事業

Ｋ

効
率
性

母子保健指導事

目

業に統合し、母子支援

的

事業として効率化を図

妥

り、経過を向上さ
事務

当

事業の統廃合により、

性

せる。
事業の効率化を

こ

図り、成果
内　容

を向

の

上させる方法を記入し

事

て下さい。

事務内容を

業

鑑みると、削減は難し

の

い。
現状より事業費・

必

人件費を

削減する方法

要

を記入して下

さい。（

性

仕様の変更、外部 内　

は

容
委託、従事時間の削

薄

減等は

できないか？)

れ

公
平
性

近隣市町でも受

て

益者の負担はない
□ あ

得

る ■ 現状で適正
受益者

ら

負担はありますか？

ま

れ

た、受益者負担割合は

て

適 ■ ない □ 検討が必要

い

内　容
正ですか？

□ 受

る

益者がいない

３
改
革
改

い

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

教

ま

室参加者は年々増加し

せ

ているが、 令和２年度

ん

は、過去の参加者から

か

の
事業実施上の課題、

。

住 令和２年度はコロナ

十

ウイルスの感染 要望の

分

多かった沐浴体験のみ

な

令和２
民・議会等から

成

の意見 意　見 拡大予防

果

のため、４月～９月は

が

教室 対応策 年１０月か

理

ら定員を１回４組に減

　

ら
と対応策 を中止、１

由

０月以降は再開した。

得

し再開した。

パパママ

ら

教室を前期（マタニテ

れ

ィ） 母子保健指導事業

て

に統合
R3年度の事業

い

計画は前 変　更
コース

ま

と後期（沐浴）コース

す

の２コ
年度から変更・

か

追加は 前年度 ・
ースに

？

変更。
あるか 追　加

今

得

後の事業・コスト・成

ら

果の方向性 今後の事業

れ

の方向性、改革・改善

て

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

な

段の見直し等、各方向

い

性の内容

　　　　　　

事

　　　□　拡大 母子支

業

援事業開始に伴い妊娠

進

中の支援強化を図るた

展

め
　　　　　　　　　

等

□　改善 、教室内容を

に

検討するとともに、就

よ

労妊婦等が受講し
　　

る

　　　　　　　□　現

環

状維持 やすいよう、コ

境

ースの回数変更を検討

変

する。
　　　　　　　

化

　　□　縮小
　　　　

あ

　　　　　■　統合
　

る

　　　　　　　　□　

に

完了
　　　　　　　　

伴

　□　廃止・休止
コス

い

トの方向性
　　　　　

、

　　　　→　維持
成果

対

の方向性
　　　　　　

象

　　　－

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 223 パパママ教室事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市町村は母子保健に関する知識の普及に努めなければならな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

い
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等による

様

環境変化
□ ある 見直し

式

は必要ないものとする

1

。
に伴い、対象を見直

-

す（拡
その理由

大・縮

2

小）必要はありませ
■

事

ない
んか？

事業内容を

務

鑑みると、環境変化に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 224 不妊治療費助成金事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成16年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 愛知県一般不妊治療費助成事業費補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

不妊や不育に悩み治療を行っているみよし市に住所を 不妊に悩み治療を行っているみよし市に住所を有する
有する夫婦に対し、一般不妊検査及び不妊治療に係る 夫婦に対し助成している。
診療費の自己負担金と人工授精にかかる自己負担金の 平成16年度から国・県が特定不妊治療費助成を開始し
一部を助成し経済的な支援をする。助成額は年間自己 、平成19年10月に愛知県一般不妊治療費助成事業費補
負担額の1/2で１年度10万円を上限とし、通算２年間 助金交付要綱が施行さ

令

れた。
までとする。  

和

不育症検査及び不育症

 

治療に係る診療費の自

3

己負担額
の全額を１年

年

度15万円を上限に助

度

成する。
「ＳＤＧｓの

（

取り組み：17」

市内

2

に住所を有する戸籍上

年

の夫婦を対象に、一般

度

不妊検査及び不妊治療

実

（人工授精
R2年度に

施

実施した具体的な 含む

分

）に係る診療費の自己

）

負担金を、年間自己負

事

担額の1/2で10万

務

円を上限とし、
事業の

事

方法、手順、指標に対

業

す 助成期間を通算２年

目

間として助成する。不

的

育症検査及び不育症治

評

療に係る診療費の
る成

価

果等 自己負担額の全額

表

を１年度15万円を限

様

度に助成する。申請書

式

類を作成の上、領収書

1

等を揃えて保健センタ

-

ー窓口に提出する。

事

1

務事業を取り巻く状況

記

は過去と比べ変化して

入

いるか (1)活動指標

日

（事務事業の活動量を

令

表す指標）

平成24年

和

４月診療分から補助対

0

象経費が一般不妊治療

3

から 名称 単位
人工授精

年

にかかる治療に変更 ①

1

不妊治療費助成申請書

2

交付件数 件
変 化

令和

月

2年度から不育症助成

0

事業を開始。 ② 不育症

8

治療費助成申請書交付

日

件数 件
内 容

対象(こ

１

の事業の対象、範囲と

事

なる人、物) (2)対

務

象指標（対象の大きさ

事

を表す指標）

みよし市

業

に住所を有する戸籍上

の

の夫婦でみよし市が対

現

象とする不 名称 単位
妊

状

治療費助成または不育

　

症治療費助成を希望す

Ｐ

る人 ① 不妊治療費助成

Ｌ

を希望する人 人
② 不育

Ａ

症治療費助成を希望す

Ｎ

る人 人

目的(この事業

及

によって上記対象をど

び

のような状態にしたい

Ｄ

のか) (3)成果指標

Ｏ

（目的の達成度を示す

事

指標）

不妊治療費、不

務

育症治療費助成によっ

事

て経済負担が軽減し、

業

安心 名称 単位
して子供

名

を産み育てることがで

N

きる ① 負担が軽減され

o

た人数 人
②

結果(上位

.

基本事業の意図) (4

2

)結果の成果指標（上

2

位基本事業の成果指標

4

）

安心して子育てして

不

もらう 名称 単位
① 子育

妊

てに関する相談件数 人

治

②

事務事業の各種指標

療

の実績と見込及び目標

費

H31年度 R2年度 R

助

2年度 R3年度 R4年

成

度 R5年度 R6年度
指

金

標 ＼ 年度 単位
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

業

目標値 目標値 目標値
(

政

1)の ① 件 22 45 3

策

2 50 52 54 56
活

こ

動指標 ② 件 5 10 10

の

10 10
(2)の ① 人

事

22 45 32 50 52

務

54 56
対象指標 ② 人

事

5 10 10 10 10
(

業

3)の ① 人 22 45 3

施

2 50 52 54 56
成

策

果指標 ②
(4)の結果

の

の ① 人 2,096 2,

位

100 2,112 2,

置

200 2,300 2,

基

400 2,500
成果

本

指標 ②
予算費目 会計 0

事

1 一般会計 款 04 項

業

01 目 03

コスト 年度

主

H31年度 R2年度 R

管

2年度 R3年度 R4年

課

度 R5年度 R6年度
実

名

績値 計画値 実績値 計画

課

値 目標値 目標値 目標値

長

事業費(決算又は予算

名

額)Ａ 単位 952 2,

こ

880 2,401 3,

の

350 2,750 2,

事

750 2,750

財
源

務

内
訳

 国庫支出金 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 県支

業

出金 千円 223 440

の

0 330 330 330

開

330
 地方債 千円 0

始

0 0 0 0 0 0
 その他

時

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

期

一般財源 千円 729 2

事

,440 2,401 3

務

,020 2,420 2

区

,420 2,420
人

分

件費Ｂ 千円 1,593

法

.6 1,494 4,0

定

17.2 5,710.

受

4 5,710.4 5,

託

710.4 5,710

事

.4
正職員従事時間×

務

人数 時間×人 480×

自

1 450× 1 1,21

治

0× 1 1,720× 1

事

1,720× 1 1,7

務

20× 1 1,720×

こ

1
正職員以外の人件費

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

事

の他の費用Ｃ 千円 10

務

2 102 0 0 0 0 0
ト

事

ータルコストA+B+

業

C 千円 2,647.6

の

4,476 6,418

根

.2 9,060.4 8

拠

,460.4 8,46

法

0.4 8,460.4

令

単位あたりコスト ① 千

事

円/人 120.3 99

業

.5 200.6 181

の

.2 162.7 156

概

.7 151.1
（ﾄｰ

要

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

現

対象指標）② 千円/人

在

0 0 1,283.6 9

の

06 846 846 84

状

6

1

況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

鑑みると、環境変化に

業

伴って目的は左右され

名

ないため、見
事業進展

N

等による環境変化 □ あ

o

る
直しは必要ないもの

.

とする。
に伴い、目的

2

を見直す（目
その理由

2

的の追加・拡充又は絞

4

込）

必要はありません

不

か？ ■ ない

有
効
性

医療

妊

機関と連携し、制度の

治

周知を図り利用者の拡

療

大を図る
今以上に事業

費

の成果を向上

させる方

助

法を記入して下さ

い。

成

内　容
※(3)の成果

金

指標を向上させる

　こ

事

とはできますか？

不妊

業

治療費、不育症治療費

２

助成を希望する人に助

評

成ができた
目的達成状

価

況 内　容

□民間への一

　

部委託 □民間への全部

Ｃ

委託
市関与の必要性 □

Ｈ

指定管理 □補助金・負

Ｅ

担金助成 ■市の直営
内

Ｃ

　容
　（実施手法） 市

Ｋ

の直営で実施するべき

目

事業

効
率
性

事務の効率

的

性を鑑みると、統合は

妥

適さない。
事務事業の

当

統廃合により、

事業の

性

効率化を図り、成果
内

こ

　容
を向上させる方法

の

を記入し

て下さい。

事

事

務内容を鑑みると、削

業

減は難しい。
現状より

の

事業費・人件費を

削減

必

する方法を記入して下

要

さい。（仕様の変更、

性

外部 内　容
委託、従事

は

時間の削減等は

できな

薄

いか？)

公
平
性

近隣市

れ

町と同程度の水準
■ あ

て

る ■ 現状で適正
受益者

得

負担はありますか？

ま

ら

た、受益者負担割合は

れ

適 □ ない □ 検討が必要

て

内　容
正ですか？

□ 受

い

益者がいない

３
改
革
改

る

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

議

い

会等から不育症の治療

ま

費等につい 不育症の原

せ

因や治療法については

ん

、
事業実施上の課題、

か

住 ても経済的負担の軽

。

減を図るため助 現在の

十

ところ未確立であるが

分

、近隣
民・議会等から

な

の意見 意　見 成の要望

成

がある。 対応策 市町の

果

状況を確認しながら検

が

討する
と対応策 。

不妊

理

に悩み治療を行う戸籍

　

上の夫婦 不育症治療及

由

び検査に係る診療費を

得

R3年度の事業計画は

ら

前 変　更
に対し、一般

れ

不妊検査及び不妊治療

て

助成する。
年度から変

い

更・追加は 前年度 ・
に

ま

係る診療費の一部を助

す

成する。
あるか 追　加

か

今後の事業・コスト・

？

成果の方向性 今後の事

得

業の方向性、改革・改

ら

善案
※今年度からの具

れ

体的な事業の進め方、

て

手段の見直し等、各方

い

向性の内容

　　　　　

な

　　　　□　拡大 次世

い

代育成支援の一環とし

事

て、不妊治療の経済的

業

負担
　　　　　　　　

進

　□　改善 の軽減を図

展

るため、高額医療費が

等

かかる不妊治療に要
　

に

　　　　　　　　■　

よ

現状維持 する費用を助

る

成するこの事業は公益

環

性が高く今後も必
　　

境

　　　　　　　□　縮

変

小 要である。
　　　　

化

　　　　　□　統合
　

あ

　　　　　　　　□　

る

完了
　　　　　　　　

に

　□　廃止・休止
コス

伴

トの方向性
　　　　　

い

　　　　↓　減少
成果

、

の方向性
　　　　　　

対

　　　→　維持

2

象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 224 不妊治療費助成金事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

次世代育成支援の一環として、経済的負担の軽減を図ること
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

は公益性が高い
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないた

様

め、
事業進展等による

式

環境変化
□ ある 見直し

1

は必要ないものとする

-

。
に伴い、対象を見直

2

す（拡
その理由

大・縮

事

小）必要はありませ
■

務

ない
んか？

事業内容を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 202 幼稚園支援事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和51年及び平成13年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市私立幼稚園教育振興費補助金交付要綱　他

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

幼稚園児の健全育成をはじめ、教育振興のための事業 子ども・子育て関連法の改正により、認定こども園、
推進及び教諭の資質向上を目的とした事業を実施す 幼稚園、保育所を通した共通の給付（施設型給付）が
る。 創設され、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的
ＳＤＧｓの取り組み：３,４ な提供、保育の量的拡大・確保、地域の子ども・子育

て支援の充実を目指す。

私立幼稚園教育振興費補助金により、市内在住在園児数×11,000円、新型コロナウ
R2年度に実施し

令

た具体的な イルス感染

和

症対策として2,00

 

0円を補助した。私立

3

幼稚園協会振興補助金

年

により、
事業の方法、

度

手順、指標に対す 市内

（

全幼稚園の共同事業（

2

観劇会等）に対して補

年

助した。治癒証明委託

度

により、市
る成果等 内

実

私立幼稚園に通う市内

施

在住園児の治癒証明書

分

文書料を負担した。

事

）

務事業を取り巻く状況

事

は過去と比べ変化して

務

いるか (1)活動指標

事

（事務事業の活動量を

業

表す指標）

消費税が増

目

税されたことにより、

的

幼稚園の運営に関する

評

経 名称 単位
費の負担が

価

増えた。 ① 幼稚園補助

表

金交付額 千円
変 化

②

様

内 容

対象(この事業

式

の対象、範囲となる人

1

、物) (2)対象指標

-

（対象の大きさを表す

1

指標）

市内私立幼稚園

記

名称 単位
① 幼稚園数 園

入

②
目的(この事業によ

日

って上記対象をどのよ

令

うな状態にしたいのか

和

) (3)成果指標（目

0

的の達成度を示す指標

3

）

幼稚園の運営活動が

年

活性化される 名称 単位

1

① 活性化した運営を実

2

施している幼稚園数 園

月

②

結果(上位基本事業

0

の意図) (4)結果の

8

成果指標（上位基本事

日

業の成果指標）

幼児教

１

育の充実 名称 単位
① 子

事

育て支援への取組みの

務

市民満足度割合 ％
②

事

事

務事業の各種指標の実

業

績と見込及び目標

H3

の

1年度 R2年度 R2年

現

度 R3年度 R4年度 R

状

5年度 R6年度
指標 

　

＼ 年度 単位
実績値 計

Ｐ

画値 実績値 計画値 目標

Ｌ

値 目標値 目標値
(1)

Ａ

の ① 千円 9,440 1

Ｎ

1,265 10,82

及

9 10,350 10,

び

350 10,350 1

Ｄ

0,350
活動指標 ②

Ｏ

(2)の ① 園 6 6 6 6

事

6 6 6
対象指標 ②
(3

務

)の ① 園 6 6 6 6 6 6

事

6
成果指標 ②

(4)の

業

結果の ① ％ 86.6 8

名

7 94 94 94 94 9

N

4
成果指標 ②

予算費目

o

会計 01 一般会計 款

.

10 項 04 目 01

コス

2

ト 年度 H31年度 R2

0

年度 R2年度 R3年度

2

R4年度 R5年度 R6

幼

年度
実績値 計画値 実績

稚

値 計画値 目標値 目標値

園

目標値
事業費(決算又

支

は予算額)Ａ 単位 9,

援

691 11,781 1

事

1,496 10,76

業

6 10,766 10,

政

766 10,766

財

策

源
内
訳

 国庫支出金 千

こ

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

の

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 地方債 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
 その他 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

業

般財源 千円 9,691

施

11,781 11,4

策

96 10,766 10

の

,766 10,766

位

10,766
人件費Ｂ

置

千円 630.8 2,1

基

58 2,629.4 2

本

,629.4 2,62

事

9.4 2,629.4

業

2,629.4
正職員

主

従事時間×人数 時間×

管

人 38× 5 130× 5

課

132× 6 132× 6

名

132× 6 132× 6

課

132× 6
正職員以外

長

の人件費 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
その他の費用Ｃ

こ

千円 36 35 65 65

の

65 65 65
トータル

事

コストA+B+C 千円

務

10,357.8 13

事

,974 14,190

業

.4 13,460.4

の

13,460.4 13

開

,460.4 13,4

始

60.4
単位あたりコ

時

スト ① 千円/園 1,7

期

26.3 2,329 2

事

,365.1 2,24

務

3.4 2,243.4

区

2,243.4 2,2

分

43.4
（ﾄｰﾀﾙｺ

法

ｽﾄ/(2)の対象指

定

標）② 千円/ 0 0 0 0

受

0 0 0

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

進展等による環境変化

業

□ ある
に伴い、目的を

名

見直す（目
その理由

的

N

の追加・拡充又は絞込

o

）

必要はありませんか

.

？ ■ ない

有
効
性

補助対

2

象事業の見直し。
今以

0

上に事業の成果を向上

2

させる方法を記入して

幼

下さ

い。 内　容
※(3

稚

)の成果指標を向上さ

園

せる

　ことはできます

支

か？

全園にて活性化事

援

業が実施されている。

事

目的達成状況 内　容

□

業

民間への一部委託 □民

２

間への全部委託
市関与

評

の必要性 □指定管理 ■

価

補助金・負担金助成 □

　

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） 私立幼稚園へ

Ｈ

運営費等の一部を補助

Ｅ

している。

効
率
性

令和

Ｃ

３年度から「いきいき

Ｋ

子育て講座開催事業（

目

教育行政課）」と統合

的

事務事業の統廃合によ

妥

り、

事業の効率化を図

当

り、成果
内　容

を向上

性

させる方法を記入し

て

こ

下さい。

補助対象事業

の

の見直し。
現状より事

事

業費・人件費を

削減す

業

る方法を記入して下

さ

の

い。（仕様の変更、外

必

部 内　容
委託、従事時

要

間の削減等は

できない

性

か？)

公
平
性

運営費の

は

一部を補助する事業で

薄

あるため、受益者
□ あ

れ

る ■ 現状で適正
受益者

て

負担はありますか？ に

得

負担を強いるものでは

ら

ない。
また、受益者負

れ

担割合は適 ■ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

い

か？
□ 受益者がいない

る

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

い

Ｉ
Ｏ
Ｎ

私立幼稚園に対

ま

し、引き続き補助し 引

せ

き続き私立幼稚園に対

ん

し補助して
事業実施上

か

の課題、住 てほしい。

。

いく。
民・議会等から

十

の意見 意　見 対応策
と

分

対応策

私立幼稚園教育

な

振興費補助金交付 令和

成

３年度から「いきいき

果

子育て講
R3年度の事

が

業計画は前 変　更
私立

理

幼稚園協会振興補助金

　

交付 座開催事業（教育

由

行政課）」と統合
年度

得

から変更・追加は 前年

ら

度 ・
治癒証明委託

ある

れ

か 追　加

今後の事業・

て

コスト・成果の方向性

い

今後の事業の方向性、

ま

改革・改善案
※今年度

す

からの具体的な事業の

か

進め方、手段の見直し

？

等、各方向性の内容

　

得

　　　　　　　　□　

ら

拡大 引き続き私立幼稚

れ

園に対し補助していく

て

。
　　　　　　　　　

い

□　改善 市内私立幼稚

な

園に対して施設型給付

い

の幼稚園への移行
　　

事

　　　　　　　■　現

業

状維持 を促していく。

進

　　　　　　　　　□

展

　縮小
　　　　　　　

等

　　□　統合
　　　　

に

　　　　　□　完了
　

よ

　　　　　　　　□　

る

廃止・休止
コストの方

環

向性
　　　　　　　　

境

　→　維持
成果の方向

変

性
　　　　　　　　　

化

→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 202 幼稚園支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

幼稚園における教育環境を整備し、幼児の安全確保と教養を
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

高めるために必要。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

幼稚園数の増減がないため、対象の見直しはない。
事業進展等による環境

様

変化
□ ある

に伴い、対

式

象を見直す（拡
その理

1

由
大・縮小）必要はあ

-

りませ
■ ない

んか？

幼

2

稚園の運営活動が活性

事

化は必要であるため、

務

見直しはしない。
事業



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 203 幼稚園授業料等補助事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 子育て支援

主管課名 子育て支援課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成10年度・令和元年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 子ども・子育て支援法等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①幼児教育・保育無償化に伴い、満3歳から5歳児まで 幼稚園教育の振興に資するため、私立幼稚園に在園す
の入園料と利用料が月額2万5,700円まで無償 る幼児の保護者に対して、入園料及び利用料を無償と
②共働き世帯の保育の必要な満3歳から5歳児までの預 し、保護者の負担の軽減を図る。
かり保育利用料が月額1万1,300円まで無償
③年収360万円未満相当世帯及び第3子（小学校3年生
までの子どもが算定基準）以降の子どもの副食材料費
を無償
ＳＤＧｓの取り組み：

令

３,４

保護者の経済的

和

負担の軽減を図るため

 

、私立幼稚園就園奨励

3

費補助金を交付した。

年

R2年度に実施した具

度

体的な 1号認定を受け

（

た児童が通園する幼稚

2

園に対して、施設型給

年

付費をした。
事業の方

度

法、手順、指標に対す

実

幼児教育・保育無償化

施

に伴い、利用料等を無

分

償とした。
る成果等

事

）

務事業を取り巻く状況

事

は過去と比べ変化して

務

いるか (1)活動指標

事

（事務事業の活動量を

業

表す指標）

幼児教育・

目

保育無償化に伴い、子

的

育てのための施設等利

評

用 名称 単位
給付が新設

価

された。 ① 施設等利用

表

給付認定者数 人
変 化

様

② 施設等利用給付支給

式

額 千円
内 容

対象(こ

1

の事業の対象、範囲と

-

なる人、物) (2)対

1

象指標（対象の大きさ

記

を表す指標）

私立幼稚

入

園に在園する市内在住

日

の児童の保護者 名称 単

令

位
① 私立幼稚園在園児

和

童数 人
②

目的(この事

0

業によって上記対象を

3

どのような状態にした

年

いのか) (3)成果指

1

標（目的の達成度を示

2

す指標）

私立幼稚園就

月

園に伴う保護者の経済

0

的負担を軽減する 名称

8

単位
① 経済的負担の軽

日

減が図られた保護者数

１

人
②

結果(上位基本事

事

業の意図) (4)結果

務

の成果指標（上位基本

事

事業の成果指標）

幼児

業

教育の充実 名称 単位
①

の

子育て支援への取組み

現

の市民満足度割合 ％
②

状

事務事業の各種指標の

　

実績と見込及び目標

H

Ｐ

31年度 R2年度 R2

Ｌ

年度 R3年度 R4年度

Ａ

R5年度 R6年度
指標

Ｎ

 ＼ 年度 単位
実績値

及

計画値 実績値 計画値 目

び

標値 目標値 目標値
(1

Ｄ

)の ① 人 923 920

Ｏ

897 920 920 9

事

20 920
活動指標 ②

務

千円 134,249 2

事

70,000 260,

業

169 270,000

名

270,000 270

N

,000 270,00

o

0
(2)の ① 人 915

.

910 833 910 9

2

10 910 910
対象

0

指標 ②
(3)の ① 人 8

3

27 820 808 82

幼

0 820 820 820

稚

成果指標 ②
(4)の結

園

果の ① ％ 86.6 87

授

94 94 94 94 94

業

成果指標 ②
予算費目 会

料

計 01 一般会計 款 1

等

0 項 04 目 01

コスト

補

年度 H31年度 R2年

助

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度
実績値 計画値 実績値

政

計画値 目標値 目標値 目

策

標値
事業費(決算又は

こ

予算額)Ａ 単位 201

の

,291 320,21

事

9 277,353 29

務

0,984 301,3

事

18 301,318 3

業

01,318

財
源
内
訳

施

 国庫支出金 千円 89

策

,091 155,25

の

2 136,024 14

位

2,706 147,5

置

83 147,583 1

基

47,583
 県支出

本

金 千円 39,415 7

事

9,337 70,13

業

0 73,461 76,

主

866 76,866 7

管

6,866
 地方債 千

課

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

名

の他 千円 0 0 0 1 0 0

課

0
 一般財源 千円 72

長

,785 85,630

名

71,199 74,8

こ

16 76,869 76

の

,869 76,869

事

人件費Ｂ 千円 1,65

務

3.4 3,154 8,

事

964 8,964 8,

業

964 8,964 8,

の

964
正職員従事時間

開

×人数 時間×人 166

始

× 3 190× 5 450

時

× 6 450× 6 450

期

× 6 450× 6 450

事

× 6
正職員以外の人件

務

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

区

その他の費用Ｃ 千円 9

分

7 90 969 969 9

法

69 969 969
トー

定

タルコストA+B+C

受

千円 203,041.

託

4 323,463 28

事

7,286 300,9

務

17 311,251 3

自

11,251 311,

治

251
単位あたりコス

事

ト ① 千円/人 221.

務

9 355.5 344.

こ

9 330.7 342 3

の

42 342
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

務

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

進展等による環境変化

業

□ ある
に伴い、目的を

名

見直す（目
その理由

的

N

の追加・拡充又は絞込

o

）

必要はありませんか

.

？ ■ ない

有
効
性

子ども

2

・子育て支援新制度へ

0

の移行
今以上に事業の

3

成果を向上

させる方法

幼

を記入して下さ

い。 内

稚

　容
※(3)の成果指

園

標を向上させる

　こと

授

はできますか？

市内私

業

立幼稚園は、全て未移

料

行幼稚園
目的達成状況

等

内　容

□民間への一部

補

委託 □民間への全部委

助

託
市関与の必要性 □指

事

定管理 ■補助金・負担

業

金助成 □市の直営
内　

２

容
　（実施手法） 市内

評

私立幼稚園が、子ども

価

・子育て支援新制度に

　

スムーズに移行できる

Ｃ

よう支
援をする。

効
率

Ｈ

性

統廃合する事業はな

Ｅ

い。
事務事業の統廃合

Ｃ

により、

事業の効率化

Ｋ

を図り、成果
内　容

を

目

向上させる方法を記入

的

し

て下さい。

市内私立

妥

幼稚園に対して子ども

当

・子育て支援新制度へ

性

の移行を促す。
現状よ

こ

り事業費・人件費を

削

の

減する方法を記入して

事

下

さい。（仕様の変更

業

、外部 内　容
委託、従

の

事時間の削減等は

でき

必

ないか？)

公
平
性

保護

要

者の負担を軽減するた

性

めの扶助費であるため

は

□ ある ■ 現状で適正
受

薄

益者負担はありますか

れ

？ 、受益者に負担を強

て

いるものではない。
ま

得

た、受益者負担割合は

ら

適 ■ ない □ 検討が必要

れ

内　容
正ですか？

□ 受

て

益者がいない

３
改
革
改

い

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

幼

る

児教育・保育無償化 幼

い

児教育・保育無償化
事

ま

業実施上の課題、住
民

せ

・議会等からの意見 意

ん

　見 対応策
と対応策

私

か

立幼稚園就園奨励費補

。

助金の交付 子ども・子

十

育て支援新制度への移

分

行
R3年度の事業計画

な

は前 変　更
。

年度から

成

変更・追加は 前年度 ・

果

施設型給付費の支給。

が

あるか 追　加

今後の事

理

業・コスト・成果の方

　

向性 今後の事業の方向

由

性、改革・改善案
※今

得

年度からの具体的な事

ら

業の進め方、手段の見

れ

直し等、各方向性の内

て

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 引き続き私立

ま

幼稚園に就園する保護

す

者に対し補助して
　　

か

　　　　　　　□　改

？

善 いく。
　　　　　　

得

　　　■　現状維持 市

ら

内私立幼稚園に対して

れ

子ども・子育て支援新

て

制度へ
　　　　　　　

い

　　□　縮小 の移行を

な

促す。
　　　　　　　

い

　　□　統合
　　　　

事

　　　　　□　完了
　

業

　　　　　　　　□　

進

廃止・休止
コストの方

展

向性
　　　　　　　　

等

　→　維持
成果の方向

に

性
　　　　　　　　　

よ

→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 203 幼稚園授業料等補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

幼児教育・保育無償化により、保護者の経済的負担は軽減さ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

れている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

幼稚園数の増減がないため、対象の見直しがない。
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある

に

式

伴い、対象を見直す（

1

拡
その理由

大・縮小）

-

必要はありませ
■ ない

2

んか？

保護者の経済的

事

負担を軽減するため、

務

見直しはしない。
事業


